
　３．１１東京電力福島第一原子力発電所の事
故で炉心溶融を起こした１～３号機から、ベ
ント�水素爆発等により多量の放射性物質が
環境に放出され、あってはならない広域汚染
を引き起こしました。外部被ばく線量の観点
から今後問題になる核種は、半減期３０年の放
射性セシウム１３７です。その大気中への放出
量は１０１６���前後の値が多く、原子炉停止時の
セシウム１３７インベントリの１～２％と推定
され、重量に換算すると約３��になります。
チェルノブイリ事故での放出量の約１�８で
す。このセシウムが事故当時の気象と地形の
条件に大きく依存して拡散し、半分以上が人
間の生活空間から周辺の山林などに広く沈着
しました。早期の環境回復に向けた「放射性
物質汚染対策特措法」に基づく本格除染が、
喫緊の最重要課題となっています。
　除染作業では、地域のモニタリング、汚染
状況や土地利用形態、さらには地域住民の要
望を踏まえた適切な除染方法の選定、汚染土
壌の回収や除去物の分別処理、現場修復と効
果の確認などがあります。モデル除染事業に
よって実証されたデータや最新の科学技術的
知見を踏まえ、安全かつ効率的、効果的な実

施が必要です。
　一方、中間貯蔵施設に運び込まれる除去土
壌、除去物や焼却灰などの量は、１５００万～
２８００万�３程度と推計されています。このよう
な膨大な量の仮置きから、輸送、処理、貯蔵
等を行うには、除染方法の工夫による発生量
抑制は勿論、減容化、さらにはセシウムの選
択的分離、焼却灰の固化と安定化などの処理
技術開発を進めるとともに、実効的な評価と
適用が重要です。
　中間貯蔵や最終処分に際しては、既存の産
廃施設や放射性廃棄物処分場の事例から、安
全上の技術的困難性はさほどないと考えま
す。これまでの原子力利用で開発し実用化し
た廃棄物の減容処理や廃棄体化の技術、品質
保証、埋設基準と国内外で操業している処分
場の実績、安全評価などが参考になります。
　事故由来放射性物質により汚染された廃棄
物の処理処分について、国を挙げての総合的
な取組みが進行しています。バックエンド分
野の専門家が、知見を総動員し、諸課題の解
決に向けたさまざまな活動に継続的に参画さ
れることを切に望みます。

Jul.2012  No.91

独立行政法人 日本原子力研究開発機構
理事　野村　茂雄　

早期の環境回復に向け専門家の参画を



ＲＡＮＤＥＣニュース目次

第��号（����年�月）

���　早期の環境回復に向け専門家の参画を
独立行政法人日本原子力研究開発機構

理事　野村　茂雄

������に於ける公益法人制度改革への取り組み（その２）��…………………………………�１
総務部　武田　準一

福島県の除染業務監理者及び監督者講習への協力�………………………………………………�３
専務理事　森　　久起

環境回復に係る技術支援、除染技術開発・実証事業�……………………………………………�４
企画部　澁谷　　進

�������������	
��
��

　１．物流システム事業準備の実施状況�…………………………………………………………�５
物流システム事業準備室�事業計画部　泉田　龍男

　２．廃止措置規制制度情報データベース改良について�………………………………………�６
東海事務所�榎戸　裕二

�������	
��

　１．京都大学原子炉実験所の放射性廃棄物に関わる研究開発と管理�………………………�７
京都大学原子炉実験所　原子力基礎科学研究本部教授　小山　昭夫

　２．日本ガイシ（株）における放射性廃棄物処理分野の事業内容��……………………………�１１
日本碍子株式会社　産業プロセス事業部　武藤　　進

������

　１．フランスの低レベル廃棄物処分の状況�……………………………………………………�１４
物流システム事業準備室　事業計画部　泉田　龍男

　２．核廃棄物施設の立地における付加価値アプローチ�………………………………………�１８
物流システム事業準備室　設備準備部　秋山　武康

　３．世界初の炉心火災・溶融事故（����－１）に関する英国政府調査報告��…………………�２２
パートナーズ・ネットワーク会員　福村　信男

　４．新時代を迎える放射性廃棄物管理�…………………………………………………………�２６
立地推進部　石堂　昭夫

　５．世界の原子力発電所の廃止措置最新情報�…………………………………………………�３０
東海事務所　榎戸　裕二

�������	　�…………………………………………………………………………………�３６
�����　�…………………………………………………………………………………………�３６



－　１　－

RANDECに於ける公益法人制度改革への取り組み（その２）

総務部　武田　準一

１．前号までの状況

　前号で簡単に触れたように、������で
は、平成２３年６月の通常理事会において公益
法人に移行する方針が決議された。この方針
に基づいて、平成２３年１２月に臨時理事会を開
催し、主務官庁である文部科学省の認可を得
る必要がある「最初の評議員の選任方法」を
決議した。������が採用した選任方法は、
・最初の評議員選定委員会を設置
・委員会は、外部委員２名を含む総勢５名
で構成する
・委員会は、理事会又は評議員会が推薦す
る候補者を審議して最初の評議員を選任
する

という内容である。
　この方法で平成２３年１２月末に文部科学省に
認可申請を行い、平成２４年２月に認可され
た。

２．申請に向けての機関決定準備

　申請に必要な定款等の主要文書や役員等の
人事は理事会及び評議員会の承認が必要で
あった。そこで、平成２４年８月に申請をする
ためには、６月に開催される決算承認のため
の理事会及び評議員会の場で最終的な機関決
定をしておくことが必須要件となる。
　６月の理事会等での機関決定が必要な事項
は以下の通り。
Ａ　新法人の役員等の人事承認

Ａ－１　新たに就任する役員の選任

Ａ－２　新たに就任する最初の評議員
候補者の推薦

Ａ－３　新たに就任する代表理事及び
業務執行理事の選定

Ｂ　定款及び申請に必要な主要文書（規程
等）の承認
Ｂ－１　定款、役員報酬規程（必須）
Ｂ－２　会員規程、寄附金規程

Ｃ　申請書類の主要内容の承認
Ｃ－１　事業内容及び公益性
Ｃ－２　財務３基準

　新制度（移行後の公益法人）では、上記の
Ａ－１及びＡ－２ともに評議員会の決議事項
で、Ａ－３のみが理事会の決議事項である。
しかし、移行に際しては現行の寄付行為に基
づいて決議されることになるため、Ａ－１は
評議員会、Ａ－２は理事会で決議し、Ａ－３
に関しては定款附則に掲名することから、理
事会及び評議員会での定款承認により行うこ
ととした。
　また、Ｂの文書類に関しては、新制度では
Ｂ－１が評議員会、Ｂ－２が理事会となる
が、現行のルールに従いすべて理事会及び評
議員会双方での承認事項とした。
　Ｃに関しては、Ｃ－１�Ｃ－２ともに新た
な������が何をすべきか、そして公益認
定されるか否かの重要事項であることから、
理事会及び評議員会双方で承認してもらうこ
とにした。

　前号（������ニュース　��．９０）では、新制度の概要を中心に紹介した。������では平成
２５年４月から新たな公益法人に移行できるように、今年８月の公益移行認定の申請を目指して
準備を進めている。今回は公益移行認定の申請に向けての具体的な検討経緯を紹介する。
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３．�機関決定

　平成２４年６月１９日に開催した理事会及び評
議員会に上記事項を諮った。このうち定款に
関しては、平成２４年３月の理事会及び評議員
会でも内容の審議をしており、今回はその後
の変更事項を中心の審議とした。
　午前中評議員会、午後理事会において、審
議の結果いずれの事案も承認された。

４．�今後の予定

　公益移行申請に際して機関決定が必要な事
案の承認が得られたので、事務局では引き続
き申請のための最終手続きを行い、８月中の
申請を目指している。
　具体的には、平成２４年７月１２日に「最初の

評議員選定委員会」を開催し、新法人におけ
る最初の評議員を選任することとした。
　そして申請書類の原案を作成し、内部での
十分なチェックを行った後に電子申請により
申請する予定でいる。
　申請後の内閣府（公益認定等委員会事務局）
との間で、どのようなやり取りがいつまで続
くかは現時点では分からないが、最善の準備
をして臨むことで、平成２５年４月１日の移行
登記が実現するように、全力を注いで取り組
みたいと考えている。

　理事会及び評議員会での審議の流れを纏め
ると以下の通りである。

審議事項年　月

公益移行方針の決定平成２３年６月

最初の評議員選任方法の承認平成２３年１２月

定款、役員報酬規程の審議平成２４年３月

新法人役員の選任
最初の代表理事等の選定
新法人最初の評議員の推薦
定款等主要文書の承認
主要申請内容の承認

平成２４年６月
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福島県の除染業務監理者及び監督者講習への協力

専務理事　森　　久起

　当財団では、平成２３年度より、環境省及び
日本環境衛生センターに協力して、環境省の
「除染等業務講習会」で講習講師派遣を行い、
除染業務に従事希望事業者の方々に対して、
除染電離則及び同ガイドライン等の解説を
行っています。
　今年度に入り、福島県の「除染業務講習会」
への協力を新たに始めました。
　福島県は昨年より実務者に対する除染基礎
講習を行っていますが、国及び県内自治体に
よる面的除染の本格化を踏まえて、県内事業
者の現場監督者クラスの知見をより高くして
除染業務が確実に遂行されることを目標に、
新たに「監督者コース」を新設いたしました。
同時に、各自治体が除染業務を遂行するにあ
たって、除染作業計画の立案から発注、除染
業務管理、仮置場管理など自治体側での監理
能力の向上を目指して、「監理者コース」が新
設されました。
　両コースを新設するに当たり、福島県から
当財団へ講師派遣協力が依頼されましたの
で、福島県が整備した除染技術指針及び除染
手引き並びに環境省の除染処理業務放射線管
理要領等を参考にして、除染業務・保管業務

並びにこれらの業務を遂行する上で欠かすこ
とができない放射線管理について、講義資料
を作成するとともに、６名体制で講師派遣を
行っています。
　福島県除染業務講習（監理者コース、監督
者コース）の第一期（５月～６月）は、１０回（監
理者コース：４回、監督者コース：６回）が
県内各市（福島市、郡山市、白河市、南相馬
市、いわき市、会津若松市）で開催され、各
回１００名規模の受講者がありました。今後、
９月下旬までに、さらに１５回の講習が予定さ
れております。
　これによって、総数２，５００名の方が受講さ
れますので、福島県内に除染技術及び放射線
管理の人材基盤が整ってくることを当財団で
は期待しています。
　同時に、原子力関連事業者が有する放射線
管理の知見と経験を、福島県をはじめとし
て、東北及び関東の８県の汚染状況重点調査
地域で行われる除染事業などへ提供していた
だき、一日も早い環境回復・復興することが
できるように、ご支援・ご協力をお願いいた
します。

�������	
�
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企画部　澁谷　　進

環境回復に係る技術支援、除染技術開発・実証事業

　当財団では、昨年の東京電力福島第一原子
力発電所の事故による原子力災害の発生以
来、汚染された環境の回復に係る除染技術の
開発や実証試験事業への参画・技術指導など
を行ってきました。ここでは、汚染土壌等の
除染・処理技術及び放射線計測・遮へい評価
に関する取組みを紹介します。講習・研修会
については前稿を参照ください。
　汚染した土壌等の除染・処理技術に関しては、
���コンサルティング、東京工業大学およ
び当財団で開発した亜臨界水熱処理爆砕法＊１

（亜臨界水による水熱処理と急減圧作用（爆
砕）により、放射性セシウムを水相に高効率
で遊離した後、凝集沈殿法で固液分離）が、
平成２３年度の農水省「緊急対応研究課題」に
採択され、小規模試験ながら農地土壌からの
放射性セシウムの分離、除染に有効な手法で
あることを示すことができました。
　この工法は除染モデル実証事業（内閣府
�����）でも採択され、飯舘村において中規
模装置を用いて試験を行い、一定の分離・除
染性能を得るとともに、大型化に伴う課題も
明らかにすることができました。現在、これ
らの成果をもとに、前田建設の協力の下で実
証規模のプラントを構築し、実用化に向けて
更なるデータの取得を行っています。
　また、平成２３年度除染技術実証事業（内閣
府�����）では、ワンダーエクセレント工法
による汚染された土壌の放射性物質の減量化
技術が採択されました。これは、���
（�������	
���
�
��）ポンプによる剥離作用
とサイクロン分級機、固液分離に凝集沈殿法

を組み合わせた工法で、化学薬品などを加え
ることなく放射性セシウムを含む成分を効率
的に分離できることを実証しました。引き続
き、平成２４年度除染技術実証事業（環境省）
においては、凝集沈殿・固液分離過程にワイ
レックス社の技術採用による改良、���ポン
プによる剥離作用の究明など、工法全体にわ
たり完成度を高めるとともに、実用化に向け
て必要なデータを取得するため、試験を進め
ています＊２。
　一方で、除染等の業務に携わる作業者や一
般公衆の被ばく低減に関しては、高濃度に汚
染した土壌や廃棄物などの安全な取り扱いや
保管管理のため、鉛やコンクリートを用いた
様々な遮へい容器が考案されています。当財
団はそれらに関して、放射性セシウム線源を
用いた遮へい性能試験＊３に関する技術指導や
得られた結果の分析・評価、遮へい解析コー
ドによる遮へい性能評価などの技術支援を提
供しており、これまでに、株式会社サンメッ
クによる鉛入り遮へいバックや容器の開発＊４、
（株）篤美、ヒューマン・テクノ・エンジニア
リング株式会社によるコンクリートボックス
の開発に協力してきました。
　以上、環境回復に係る当財団の活動の一端
を紹介しましたが、これらの活動を通じ、今
後の本格除染が安全かつ効率的に進められる
とともに、避難されている方々が一日でも早
く帰宅でき、安心した生活が送られるよう、
微力ながら環境回復事業に取り組んで参りま
す。

�＊１　ＣＤＭコンサルティング、東工大、�������三者で特許取得（特許第４９９４５０９号）
�＊２　������、���環境技研協会、笠原建設株式会社、株式会社ワイレックス
�＊３　実際の試験は既存の照射試験施設を利用して実施
�＊４　平成２３年度震災復興技術イノベーション創出実証研究事業（経産省）に採択
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RANDECの事業・活動に関する近況報告

物流システム事業準備室
事業計画部　泉田　龍男

��������	
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����

　������では、主要な民間廃棄物発生事
業者からの支援の下、平成２０年から平成２２年
までの３年間、廃棄物を集荷、開梱・分別し
て埋設用廃棄体の製作を行う事業（物流シス
テム事業）の調査検討を進めてきました。こ
の調査検討では、事業の実施体制、収支計画、
設備計画、技術計画等を検討し、公益事業と
して実現可能であることがわかりました。ま
た、ほとんどの廃棄物発生事業者より
������での事業実施を要望されているこ
とから、事業立ち上げの準備を平成２３年度か
ら開始しております。事業準備は平成２３－２４
年の２年間の予定で以下の項目を実施してお
ります。
①　事業計画（収支、契約、資金計画）
②　要員計画
③　廃棄物保管・処理システムの検討
④　廃棄物情報整理と技術課題
⑤　事業管理規定・制度等の整備
⑥　立地活動
⑦　物流システム事業を骨格とした新公益

法人への移行

　平成２３年度の主な実施成果を以下に示しま
す。
（１）事業計画

事業リスクと廃棄物発生事業者への公平
性を考慮した廃棄物処理契約の考え方を
検討

（２）廃棄物処理システム
対象廃棄物の７５％を占めるウラン汚染

廃棄物の除染プロセスを検討
（３）廃棄物情報整理

廃棄物の内容物及び核種数量情報を廃棄
物発生事業者を直接訪問調査によりまと
める。

（４）新公益法人への移行
他法人の公益法人への移行情報調査と新
法人の定款及び新役員候補等を準備

　平成２４年度は、資金計画、要員計画、シス
テム検討、技術課題、規定・制度整備、立地
活動、新公益法人への移行をさらに具体化し
ていく予定です。特に新公益法人への移行に
ついては本年８月に公益法人への移行申請を
行い、来年４月（平成２５年度）には新公益法
人として発足の予定です。同時に物流システ
ム事業を開始したいと考えております。平成
２５年度からは、新公益法人の下で事業資金の
調達、人員の採用、事業許可申請の準備、事
業施設の設計を開始しますが、６年後程度に
廃棄物受け入れなどの操業開始を目指します。
　大学・民間等廃棄物の発生・保管事業者は
全国で約８０事業者ありますが、長期にわたる
廃棄物の保管管理は事業経営の観点からは負
の遺産そのものであり、管理費負担も大きな
ものとなっています。������の物流シス
テム事業の操業開始により、多くの廃棄物発
生・保管事業者の負担軽減に寄与したいと考
えております。
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東海事務所　榎戸　裕二
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　当センターは、平成２３年度に（独）原子力安
全基盤機構（以下、「����殿」）の廃止措置
規制制度情報データベース情報の更新と追加
及びシステムのセキュリティー強化のための
改良作業を実施しました。改良前のデータ
ベースは、平成２１年度に����殿の委託によ
りシステム構築・製作したもので、その概要
については本誌８６号に紹介しました。
　今回の改良は、廃止措置規制情報の拡充と
しては、恒久運転停止した発電所が日本（東
京電力福島第一原子力発電所の４機）、ドイ
ツ、英国等で増加したこと、発電所の他核燃
料施設等でも廃止措置活動の進展がみられた
こと、各国で法令や規制制度の見直しが行な
われたことなどを反映することであり、規制
支援機関として情報量の拡充と利用精度の高
度化を図ったものです。また、これまでの廃
止措置関連ニュースヘッドライン集、関係機
関・組織情報、解体、除染、計測等の廃止措
置の主要技術、主要文献の抄録集、安全用語
集等の情報更新と追加を行なうとともに、原

子力プラントのトラブル情報をプラント種
別、事故分類別に区分したトラブル事例の
データベースを新規に作成しました。
　一方、本データベースはもともとネット
ワーク上で動作し、クライアントが���環境
（����������	
�����）で情報にアクセスするこ
とを念頭に作成したものですが、旧システム
は、非公開情報や機微情報の厳格な管理には
ガードが不十分であり、セキュリティーの強
化が指摘されました。このため、����殿が
平成２３年１１月に新サーバ環境に移行するのに
合わせ、同環境で的確に動作するセキュリ
ティー性の高いデータベースシステムを再構
築することになりました。具体的には、言語
として���、データベース管理には�������
１１�の最新バージョンを採用し、かつ、システ
ム管理者のみが全機能を管理でき、利用者の
レベルに応じて利用可能な情報を制限するよ
うなクライアントレベルを設定するものとし
ました。

��������	
��
�������������
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外部機関の活動状況紹介

京都大学原子炉実験所
原子力基礎科学研究本部　教授　小山　昭夫
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１．はじめに

　京都大学原子炉実験所は、昭和３８年に「原
子炉による実験及びこれに関連する研究」を
行うことを目的に、全国大学の共同利用研究
所として京都大学に附置され、以来、研究用
原子炉（���）等の施設を共同利用研究等に
供しつつ、一貫して核エネルギーと放射線の
利用に関する研究教育活動を進めてきた。今
後も、これまでの実績をもとに、エネルギー
と環境に関する諸問題の解決や放射線利用の
さまざまな可能性の発展に寄与することをめ
ざしている。
　全国大学の共同利用研究所としてこのよう
な使命を果たすため、中長期の視点からは人
材育成の重要性に着目し、特に適切な規模の
実験研究施設を用いた実践教育が必要と考え
ている。このため���の運転を可能な限り
継続して行い、全国大学の原子力工学系の学
生・研究者はもとより、広い分野の学生・研
究者にも利用され続けることの意義と役割は
大きいものと考えている。
　当実験所の研究組織は、原子力基礎科学、
粒子線物質科学及び放射線生命医科学の３つ
の研究本部（３研究部門（１９研究分野・１客
員分野）、２研究センター）を構成し、研究を
推進している。当実験所では、前述のよう
に、���の運転を継続し、原子炉利用・中性
子応用研究を進めるとともに、将来の中性子
源としての加速器駆動未臨界炉開発の基礎研
究を柱とした展開を図っている。

２．放射性廃棄物に関わる研究と管理

　再処理や地層処分などを含む広い意味での
放射性廃棄物に関わる研究は当実験所のいく
つかの研究分野で行われているが、そのうち
放射性廃棄物安全管理研究分野では、実験所
での実際の放射性廃棄物処理業務と密接に関
連した狭い意味での放射性廃棄物管理を中心
として研究が行われてきた。実験所内の原子
炉施設や��使用施設から発生する放射性廃
液は、蒸発濃縮処理装置、凝集沈殿処理装置、
イオン交換処理装置などにより処理される
が、その際廃液中に含まれる放射性物質の種
類や濃度、及び含有塩分濃度等により適切な
処理装置と方法を決定する。
　このような処理の際の運転条件や装置の設
計条件を最適化するために以下のような研究
が行われてきた。
　蒸発濃縮処理では、廃液蒸発の際の同伴飛
沫は除染係数を低下させるため、この発生を
低減させるために必要な蒸発缶上部の蒸発室
高さの決定、蒸発速度と飛沫発生メカニズム
の解明や、廃液蒸発の際に発生する界面活性
剤等による泡の消泡の研究。
　凝集沈殿ろ過処理とその後段に設置されて
いるスラッジ減容のための凍結再融解処理で
は、液性や対象核種に応じた凝集剤や凝集助
剤の選定や��、攪拌速度や沈降時間等の操作
パラメータの決定、さらにスラッジ減容のた
めの凍結再融解を含めたトータルシステムと
しての除染係数と減容比の関係の研究。
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イオン交換処理装置は、陽イオン交換塔、陰
イオン交換塔及び混床式イオン交換塔から成
り、単独で用いられるほか蒸発濃縮処理また
は凝集沈殿ろ過処理後に、必要に応じて廃液
中に残存する核種を勘案して使用される。こ
のように他の装置と組み合わせての処理を考
える場合、インプットとしての処理前の廃液
量と放射性物質濃度、アウトプットとしての
最終処理後の処理液中放射性物質濃度と二次
廃棄物としてのスラッジ量との関係を考察
し、処理システムを最適化する研究を行って
きた。
　このほか凝集沈殿処置やイオン交換処理で
は効果的に除去できない廃液中のセシウム除
去を目的として、天然鉱物であるバーミキュ
ライトを吸着剤として充填した無機イオン交
換装置が設置されており、この装置の外部積
算線量分布を廃液の流れ方向に沿って測定す
ることにより、バーミキュライト中に吸着さ
れたセシウムの移動速度を推定し、間接的に
バーミキュライトのセシウム交換容量を決定
した。
　東京電力福島第一原子力発電所事故で発生
した大量の汚染水の処理にも凝集沈殿処理や
吸着処理が用いられており、古くからの技術
でありほぼ完成した技術と考えられるが、今
後も必要であり続けるであろうこれらの処理
技術や関係するノウハウの継承�発展は不可
欠であると考えている。
　以上のような実プラントによる処理と結び
ついた技術のほかに放射性物質を使用する生
物実験等から発生する有機性放射性廃液の処
理や逆浸透膜を用いた放射性廃液処理の研究
を行った。
　有機性放射性廃液は腐食性であり、また固
形分濃度が高いことから、蒸発濃縮法や凝集
沈殿法などの物理的、化学的方法、または逆
浸透法のような膜処理法では処理が困難であ

る。このため、有機性下水や屎尿処理に使用
されている活性汚泥法の有機性放射性廃液の
処理への適用について実験的に検証した。そ
の結果、有機性放射性廃液中の放射性核種の
除去が可能であること、およびその除去効率
と操作条件を実験的に解明した。また、汚泥
培養条件と汚泥による核種取り込み量の関係
や活性汚泥の核種取り込みプロセスなどを明
らかにした。今回の福島第一原子力発電所の
事故により広範囲に拡散された放射性セシウ
ムが、都市の静脈ともいえる下水道システム
により各地の下水処理場に集積され、活性汚
泥プロセスにより汚泥に濃縮され大きな話題
となったが、思わぬところで実験室での研究
が実証されることになった。
　逆浸透膜を用いた放射性廃液処理の研究で
は、酢酸セルロース製の平膜や�������型の膜
を用いて、放射性廃液中のいくつかの代表的
な放射性核種の膜透過特性を調べ、また、膜
表面において溶質が濃縮される現象である濃
度分極の形成や、攪拌による濃度分極の消滅
について検討し、逆浸透法は放射性廃液処理
に有効であることを明らかにした。逆浸透法
もまた今回の福島事故では井戸水等からのセ
シウム除去に用いられるなど実験室の研究が
実際の現場で実証されることになった。
　一方、原子炉施設のデコミッショニングに
関連し、放射性廃棄物処分やクリアランス制
度についての国の法整備が進められてきた
が、我が国の代表的な研究用原子炉の一つで
あり、大学が所有するものとしては最大の出
力をもつ���についても将来のデコミッ
ショニングに備える準備を進めてきた。関係
する基礎データとして、原子炉解体時に発生
する廃棄物の材料別の重量、性状、放射化放
射能量、汚染放射能量などがあるが、���と
その付属設備についてこのようなインベント
リーデータのデータベース化に取り組んだ。
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この際、コンクリートに含まれる微量成分に
よる放射化生成核種を同定、定量するため、
当実験所の中性子照射設備を用いてコンク
リート片を照射し、コンクリートの放射化量
を実測し、計算コードによる計算値と比較し
ながら、放射化放射能インベントリーを推定
した。また、解体工事工数、作業者の放射線
被曝、解体コストなどを考慮に入れた場合の
適切なデコミッショニング方法について検討
を行った。

３．原子力安全基盤科学研究の拠点構築

　１．で記したように当実験所では、���等
の施設を用いた共同利用研究を軸として、核
エネルギーと放射線の利用に関する研究教育
活動を行い、より安全な原子力技術の探求や
放射線医療技術の高度化研究を介して社会へ
の貢献に取組んできた。しかし、平成２３年３
月の福島第一原子力発電所の事故により、原
子力安全に対する社会的信頼が失われると共
に、放射線・放射能に対する忌避感情が高ま
り、原子力科学全体に対する社会的信頼が揺
らいでしまった。
　この事態をうけ、実験所独自の科学的視点
に基づいた取り組みとして、研究炉の特徴を
活かして、原子力利用を支える安全基盤科学
研究と教育を包括的に進めるための研究教育
拠点を形成し、原子炉利用に対する社会的な
理解の獲得に資する事業を、平成２４年から４
年間の予定で進めている。
　この事業は、福島第一原子力発電所での事
故に関わる検証と分析を科学的視点から進
め、原子力安全についての真の統合的科学研
究を進める「原子力安全基盤科学研究」と、
全国の大学院生を対象として、研究炉等の取
扱いを介して原子力安全を包括的に理解し体
得させる実験教育としての「包括的原子力安
全基盤教育」の二つからなり、このうち、「原

子力安全基盤科学研究」は、福島第一原子力
発電所での事故に関わる検証・分析を主眼と
した「事故関連データの検証と集約」と、原
子力システム全体の最適化像を統合的な取組
みによって探求する「統合原子力安全科学研
究」の二つから構成される。
　「統合原子力安全科学研究」は、原子力シス
テムのリスクを再評価した上で、原子炉利用
の安全性を高め、将来のより良い原子力像を
提案することを目的に実施するものであり、
原子力システムの、リスク最小化、安全確保、
事故対応改善、放射性廃棄物最適化等の視点
から、原子力安全の基盤となるべき、
①　原子炉安全工学研究、
②　放射線安全及び環境影響の研究、
③　放射性物質や使用済燃料の安全取扱い

の研究、
④　原子力リスクの研究、
⑤　放射線の人への影響と医学利用の研究、
の５つの分野の研究を、実験所の各研究分野
が連繋して進め、実験所の特徴的な実験装置
や幅広い専門分野を活かして、原子力安全に
関わる基盤的なデータの充足や、実験所独自
の視点にたった研究を進めるものである。
　放射性廃棄物に関わる研究は、この５つの
研究分野に明示的に示されていないが、いく
つかの分野に多かれ少なかれ含まれている。
具体的には以下のような研究テーマを構想し
ている。
　①福島第一原子力発電所事故によりセシウ
ムで汚染された住居、学校、公園その他の除
染に関し、効果的に除染するためには、各現
場において、地形を始め多くの要因を考慮し
たその場の特性に応じ効果的な方法を検討す
る必要がある。また、除染作業で発生する二
次廃棄物の性状や量をも考慮し、この保管方
法にも充分考慮を払いつつ、最適な除染方法
を検討する。
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　②除染作業の結果発生する二次廃棄物につ
いて、仮置き場、中間貯蔵場、最終処分場と
されている廃棄物の流れの妥当性や、その現
実可能性、タイムスパンの妥当性について検
討する。また、この流れ以外の除染廃棄物の
最終処分に至るルートの可能性や最終処分の
方法について検討する。
　③河川や池などの水系に含まれるセシウム

の除去は基本的に放射性廃液処理技術の延長
線上にあると考えられる。目的に応じて凝集
沈殿処理や吸着剤による吸着が適用可能と考
えられるが、二次廃棄物としての凝集沈殿ス
ラッジの性状や量、あるいは吸着剤の特性や
形状など現場に応じて検討し、二次廃棄物の
処分まで見据えたトータルシステムとして効
果的な方法を提案する。
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日本碍子株式会社　　　　　　　
産業プロセス事業部　武藤　　進
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１．会社概要

　当社は、１９１９年（大正８年）に高電圧に耐
えるガイシを製造する目的で、日本碍子
（���：１９８６年社名表記を日本ガイシに変更）
として設立されました。
　当初は、ガイシ製造主体の事業でしたが、
現在は、ガイシの他に自動車用排ガス浄化用
セラミックス、半導体製造装置用セラミック
ス、大容量蓄電池（���電池）、化学用耐酸
機器など磁器ガイシの生産で培ったセラミッ
ク技術を核とした「ものづくり」を重点に事
業を展開しています。
　一方、ガイシ製造で培った築炉・焼成・セ
ラミック技術を基に低レベル放射性廃棄物焼
却装置に取組み、１９７８年（昭和５３年）に日本
原子力発電㈱敦賀発電所に１号機を納入以
来、放射性廃棄物処理分野の事業も手掛けて
います。

２．放射性廃棄物処理分野の事業概要

　放射性廃棄物処理分野の事業として、処理
設備の設計・建設とメンテナンス（定期点検、
設備改良・修繕）を行っています。
　主な処理装置は、可燃性雑固体の焼却装
置、不燃性雑固体の溶融装置で、その他に不
燃性雑固体の高圧縮装置、モルタル充填固化
装置、ドライブラスト除染装置、洗濯廃液の
ろ過処理装置、再処理廃溶媒の乾留処理装置
の納入実績があります。
　処理対象の放射性廃棄物は、低レベルの可
燃性雑固体、不燃性雑固体および廃液（洗濯
廃液、再処理廃溶媒）の多岐に渡っています。

３．放射性廃棄物処理装置の紹介

　当社の主な放射性廃棄物処理装置を紹介し
ます。これらの処理装置は、全て自社で研究
開発し、技術確立を図っています。
　放射性廃棄物処理装置技術の根幹は当社独
自のセラミック技術です。
３．１　可燃性雑固体焼却装置

　原子力施設から発生する多量の可燃性雑固
体を安全に、効率よく処理する設備としてシ
ンプルな構造の竪型円筒炉を採用していま
す。築炉技術と自社製セラミックフィルタに
よる放射性物質除去技術で長年信頼を得てい
ます。
　竪型円筒炉は、改良による燃焼性向上で、
使用済樹脂、活性炭、ゴム等処理対象物の拡
大が図られています。また、対象廃棄物に最
も適した焼却炉を採用できるように竪型円筒
炉の他に、ロータリーキルン炉、水冷ジャ
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セラミック技術：耐火物（築炉）
セラミックフィルタ
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ケット炉、円型一段炉、抑制燃焼炉の技術を
有しています。

３．２　雑固体廃棄物溶融装置

　導電性のセラミックキャニスタ（るつぼ）
を高周波加熱することで金属、保温材、コン
クリート、ガラスなどの不燃性雑固体を溶融
処理することが可能なインキャン式高周波溶
融炉です。出湯作業がないため、安全に溶融
固化体を製作することができます。

３．３　洗濯廃水処理装置

　０．１～０．０１μ�単位の超微細細孔をもつ高

精度セラミック膜フィルタで、酸や熱に強い
特性を活かした廃液ろ過処理が可能です。
　現在、原子力発電所で発生する洗濯廃液処
理に利用されています。

３．４　ボール式乾留処理装置

　比較的放射能レベルが高い廃棄物を処理す
るためのコンパクトで排ガス量を抑えたセラ
ミックボール式乾留装置です。本装置は、炉
内に使用している耐久性・耐熱性に優れたセ
ラミックボールの表面で効率よく熱分解処理
を行い、セルフクリーニングにより残渣処理
も行います。
　現在、使用済燃料の再処理施設から発生す
る廃溶媒の処理に利用されています。
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セラミック技術：セラミックキャニスタ

セラミック技術：
高精度セラミック膜フィルタ

セラミック技術：セラミックボール
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４．���の試験装置の紹介

　愛知県半田市（知多半島）に当社が技術の
確立に用いた試験設備を有しており、現在も
納入した装置の改良等技術的なバックアップ
に使用しています。試験設備を紹介します。
４．１　モックアップ試験装置

　納入した装置と同じ規模の試験設備があ
り、課題発生時には実機ベースでの確認がで
きます。
①高周波溶融炉装置（１５０、２５０����）
②高圧縮装置（２０００トン）
③ボール式乾留処理装置（１０���）
④ドライブラスト除染装置（２００���バッチ）

４．２　パイロット試験装置

　処理装置の基本性能を確認するためのパイ
ロット試験装置があり、新たな廃棄物の処理
可否の検討ができます。
①竪型円筒焼却炉（１０����）
②水冷ジャケット式焼却炉（１０����）
③ロータリーキルン式焼却炉（１０����）
④排ガス処理装置（１０����用）
⑤ボール式乾留処理装置（１����）

５．今後の技術開発

　当社は、これまで納入してきた放射性の可
燃物・不燃物処理等の更なる技術改良に加え、
現在、廃炉に向けた未処理廃棄物処理、Ｌ１
廃棄物処理等の技術開発を進めております。
　また、震災以降の新たな廃棄物処理につい
ても技術開発をしており、復旧の一助になれ
ばと考えています。

６．おわりに

　当社は、放射性廃棄物処理に関わってから
４０年、安全に処理することを最優先にガイシ
製造で培ったセラミック技術をベースに処理
装置を技術開発し、廃棄物処理を手掛けてま
いりました。
　原子力施設の今後のさらなる廃棄物処理
ニーズにお応えすべく、これまでの経験・知
識を基に放射性廃棄物の減容化�安定化処理
に貢献して参ります。
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海外技術情報

物流システム事業準備室　事業計画部　泉田　龍男
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１．概要

　放射性廃棄物管理に関してフランスは、低
中レベルの短寿命放射性廃棄物および極低レ
ベル廃棄物の４０年間にわたる浅地中処分の経
験を持っている。ラ・マンシュ処分場と呼ば
れている施設は、１９６９年に操業開始し、
５２７，０００��３�の廃棄物が１９９４年の操業終了まで
に処分された。この施設は表面覆土後に、
３００年間の法的管理期間に入っている。１９９２
年に�オーブ処分場がラ・マンシュ処分場に代
わった。施設の設計は、ラ・マンシュ処分場
の経験が生かされている。さらに、２００３年に�
モルヴィリエ�処分場が極低レベル廃棄物を
受け入れるために操業を開始した。ここは特
に廃止措置により発生する廃棄物を受け入れ
るのが目的である。
　フランス放射性廃棄物管理機関（�����）
は、上記３つの処分場の操業に責任を負って
いる。これらには、操業に向けた準備段階、
操業段階及び法的管理段階の３つの異なるス
テージがある。１施設の経験を他の施設に
フィードバックすることが施設の安全性を高
め、模範的な運転を進めていくことになる。
それは、新たな処分ルートの開発のためにも
重要なことである。さらには、新たな規制や
持続可能な開発の要求の高まり、および処分
に対する新たなニーズなどにより、施設の運

転条件の変更があり得る。また更に、得られ
た経験のいくつかは高レベルや中レベルの長
寿命廃棄物の地層処分に有益なものとなるか
もしれない。この地層処分は２０２５年操業開始
に向けて工学的な準備段階にある。

２．ラ・マンシュ処分場

　ラ・マンシュ処分場は、ラアーグ再処理施
設に隣接しており、１９６９年に操業開始し、
１９９４年６月まで低中レベルの短寿命廃棄物を
受け入れた。
　ラ・マンシュ処分場の操業は、１９６９年に許
可され、同年１０月に処分が開始された。
　１９７３年の新しい原子力法の制定に従って、
１９７５年に最初の安全報告書が作成された。フ
ランス原子力庁（���）は１９７９年に内閣の要
請により���内に新組織の�����を設立
し、そこに運営業務を委託した。１９９１年１２月
の廃棄物法は、�����を独立組織に変更し
た。
　廃棄物の受け入れ基準はラ・マンシュ処分
場の運転期間中に大きく変更された。１９６９年
の基準では、水が主な汚染経路とみなされ、
飲料水の最大許容濃度（���）が引用された。
１０００���（５�１０－５����３�������－２３９）を超え
るドラム缶中もしくはバルクの廃棄物は、コ
ンクリートセル中に処分しなければならな

　フランスでは、４０年以上前にラ・マンシュ処分場で低レベル廃棄物の処分が開始され、１９９４年
の閉鎖後はオーブ処分場さらには廃止措置から発生する廃棄物に対応した（極低レベル廃棄物）
モルヴィリエ処分場が建設され、現在操業している。これらの処分場の内容と安全評価に対す
る考え方などを以下に紹介する。
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かった。また、廃棄物は以下の条件であれば
地面に直接処分できた。その条件は、水の浸
透を防ぐために廃棄物がコンクリートブロッ
クで梱包されているかまたはドラム缶中でセ
メント固化されているかである。１０００���
以下の大部分の廃棄物はトレンチ処分するこ
とができた。施設の操業開始時は廃棄物の梱
包や処分形態の定義を除いて、廃棄物の放射
能上限値が無かった。また、初期の廃棄物処
分用セルは、単純なトレンチ、コンクリート
トレンチ及び地面上のプラットフォーム（円
筒状のコンクリートブロックを積み上げたも
の）の３種類があった。水の浸透問題のため
に３つの単純なトレンチが作られたが、使用
されたのは２つのみで、もう一つはそのトレ
ンチから廃棄物が回収された。
　最初の放射能限度は、１９７５年の安全レポー
トで提案され、１９８５年に安全基本規則（����
�．２）に、放射能受け入れ基準が組み入れられ
た。さらに、３００年以上の処分場の閉鎖後管
理、また、処分場の安全は、廃棄物中の長寿
命核種の放射能限度と処分場の特性に依存す
ることが規定した。具体的には、処分場の閉
鎖後の制度的管理期間の最終において、施設
内の全廃棄物中に含まれるアルファ線放出核
種の平均比放射能が３７０��������	�
��
�を超
えてはならない。また、それぞれの廃棄物中
のアルファ線放出核種の最大比放射能は、
３．７�������	�
��
以下としなければならな
い。１９８６年に安全基本規則����Ⅲ．２��が系
統的な廃棄物体を義務付け、また廃棄物中の
核種と内容物に依存した最低限の閉じ込め性
能も決められた。この廃棄物の廃棄体による
閉じ込め性能と処分場の構造に基づく閉じ込
め性能は、制度的管理期間の終了まで考慮さ
れねばならない。
　�����はこの技術仕様に関するすべての
要求項目をまとめ、廃棄物発生者に告知し

た。さらに、廃棄物の受け入れプロセスとし
て以下の２点を確認することが提示された。
第一点目は、廃棄物体が�����の技術基準
を満たしている、二点目は、発生者が廃棄物
体の品質を保証する規定を守り、それを確認
することである。
　処分場の設計も改善が続けられた。特に、
廃棄物により汚染された雨水が、１９７９年から
始まった専用の雨水収集網の建設により、処
分場の外部に降った雨水と分離された。この
システムでは、雨水の採集と計測のための地
下坑道も作られた。廃棄物体の履歴検索に対
しては、コンピュータシステムが有効であっ
た。１９８４年に廃棄物の発生施設から処分場ま
でのプロセスを追跡できるコンピュータシス
テムが完成した。
　廃棄物取扱い技術は、比較的単純で作業者
は、廃棄物体の直近で操作作業を実施してき
た。
　雨水に対する処分場の最終的な覆土は、ア
スファルトの層を含む多重層となった。鉱物
物質に代わるアスファルトの選択は、多くの
施設で生じた廃棄物の沈下に対処するためで
ある。制度的管理期間に対処する覆土計画は
�����によって提言され、１９９１年に開始さ
れた。覆土の効果を������１に地下のモニタ
リング坑道で収集された浸出水と核種の低減
結果で示す。収集された水の大部分は、覆土
の多重層の性能ではなく、部分的な損傷に基
づくものである。
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　制度的管理期間開始から施設の管理状況が
記録されている。その記録文書は、長寿命の
用紙に複製されている。この文書の写しはフ
ランス国立文書局に保存されている。また、
その概要版が地方行政局と地方自治体に準備
されている。これらのデータは、将来の処分
場の立地調査に活用されるであろう。

３．オーブ処分場

　オーブ処分場の設計は、ラ・マンシュ処分
場の操業中に制定された基本安全規則が反映
されている。施設は作業者の被ばくを防護す
る最新の技術が使われている。
　この施設は、�������	
��
��
村近くの
オーブ（����）地区にあり、安全要求に応え
る単純な地層にあることから選定された。す
なわち、その地層は水の浸透を防ぐ粘土層と
その上部の砂の層からなっていた。砂の層中
の地下水は、施設に沿って流れている小さな
川に流れている。
　施設は、廃棄物が処分可能な容量は百万立
方メートルで、操業中は廃棄物を雨水から防
護する設計となっている。クレーンと管理及
び操作用の器具を装備した移動可能な屋根が
埋設用セルが満杯になるまでカバーしてい
る。水の収集システムが処分場に浸透した水
を全て採集する。処分用セルなどのボールト
（孔）は、地下水より上部とした。
　�����と廃棄物発生事業者は処分される
廃棄物中の長寿命核種の数量把握に努めてき
たが、いくつかの計測困難な核種については
スケーリングファクター法が使われた。この
長寿命核種数量は、長期間の安全評価に使わ
れ、この結果、��－３６を含む廃棄物のいくつ
かは別の施設で処分せねばならない。また、
放射性核種の許容最大数量も��－１３７：２��
１０５����からアルファ線放出核種が３００年後で
７５０����に変更となった。許認可では、施設

は各廃棄物体ごとの核種数量、処分セルごと
の核種数量、さらに、施設全体の核種数量を
管理しなければならない。
　２０１０年末には�２４３，２２５�３の廃棄物体が処分
された。施設の操業開始以来、関係者は、処
分場は貴重な資源であり可能な限り節約して
使用すべきであることに気が付いた。低レベ
ルおよび中レベル廃棄物の年間受け入れ数量
は、１９８９年の３５，０００�３から約１�３の１２，０００�３

に減少している。そのため、オーブ処分場の
閉鎖時期は�２０４０－２０５０年と予想されている。
　操業開始当初は、標準的な廃棄物体が大部
分の発生事業者のニーズであったが、その後
は大型機器が処分対象になってきた。細かく
解体する代わりに、解体対象の機器をそのま
ま廃棄するほうが作業者の被ばく低減に有効
的となる。�����は、いくつかの大型機器
を標準ボールトもしくは専用のボールトに受
け入れた。４１個の原子炉容器の上部ヘッドが
搬入された。大型機器処分では、解体作業に
関してだけでなく輸送や処分の評価もする必
要がある。大型機器処分に要する処分場の容
積が標準廃棄物体に比較して過大であれば、
適切な処分方式ではない。�����での大型
機器処分については、廃止措置、解体廃棄物
輸送の事業者、処分場及び規制当局による総
合的評価を行なう必要がある。

４．モルヴィリエ�処分場

　フランスの原子力施設は、法律によって汚
染もしくは放射化された廃棄物が存在する領
域（�������	�
�����
���）とその可能性がな
い領域（����������	
��	
�������）に区分され
る。前者に区分されると極めて微量な汚染も
しくは放射化でも放射性廃棄物として処分す
る必要がある。基本的な考え方として、有害
物を含む放射性廃棄物は通常の非放射性の有
害廃棄物管理規則にも従う必要がある。その
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ためには、透水性の小さな粘土層中に廃棄物
貯蔵庫を建設して核種や有害物を封じ込める
のが有効である、とされる。
　極低レベルの放射性廃棄物用のモルヴィリ
エ処分場がこのため�����によって、オー
ブ処分場に隣接したモルヴィリエ村に建設さ
れた。粘土層中にトレンチが掘られ、底面と
側面は不透水性の膜で防御される。廃棄物は
そのシート（膜）上に定置し、移動式の屋根が
上部をカバーしている。トレンチは埋め戻さ
れシートで密閉される。この作業終了後、約
３０年間のモニター期間がある。
　�����では、２つの処分場が同時に操業
することの相乗効果も期待している。そこで
は、１５－２０�の粘土層が確認されている。施
設の許可容量は６５０，０００�３または７５０，０００���
である。許容最大放射能量は、オーブ処分場
の核種ごとの基準とは異なり、最大平均放射
能が１０����を超えないことである。
　年間の廃棄物処分量は３１，０００�３であり、
２０１０年までで総量１７４，３８４�３が処分された。
これは施設容量の１�４である。
　原子力施設のゾーンニングの考え方は、大
部分の廃棄物が極低レベルの放射能しか持っ
ていないこと意味する。また実際のところ、

汚染の可能性があるだけのゾーンがしばしば
存在する。そのため、金属廃棄物を処分する
ための理論的根拠が疑問である。これらの廃
棄物は汚染が無いか、または簡単に除染可能
である。原子力産業内での金属の再利用、例
えば処分場構造物がある、がより有効な選択
肢となる。このアプローチは研究中である。

５．結論

　浅地中処分場の概念設計は１９６９年のラ・マ
ンシュ処分場の操業以来発展してきた。一つ
の重要な転機は、基本安全規則が作られたこ
とである。これらの安全規則は、現在の処分
場の設計に際しても基礎となっている。ラ・
マンシュ処分場の処分場は継続的に進歩して
きたが、これは施設のボールトの設計のみで
はなく廃棄物体の性能向上に基づいて受け入
れ基準も変化してきた。１９９２年にラ・マン
シュ処分場からオーブ処分場に代わったが、
ラ・マンシュ処分場の経験を多く反映してい
る。１９９９年に決められた廃棄物のゾーンニン
グに関する規則及び廃止措置による大量の廃
棄物に対応するために、極低レベル廃棄物の
処分が行なわれることになった。
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１．はじめに

　核廃棄物の管理について、以前は科学的研
究と評価にサポートされた意思決定手続きの
妥当性に重点が置かれたが、今日では広範囲
の利害関係者を含んだ議論での開放的手続き
を促進する方向に変わってきた（��������	
ら２））。この変化は、専門知識に対する社会的
な態度の変化と政策過程の審議への要求等を
反映している。
　政策と制度変化の最新段階では、長期的な
管理と処分オプションについて、国民の審議
を重要と位置づけている。これは、参加型の
審議および統治の新しい傾向と呼ばれ、多く
の欧州諸国の核廃棄物管理と同様である。
　一方、フィンランドとスウェーデンの廃棄
物施設の立地選定プロセスにおいては、「補
償措置」は単なるトップダウンアプローチの
結果ではなく、誘致自治体への権限委譲の枠
組みの中で適用されたと考え、如何に「動機」
と「補償措置」が適用されたか興味深い２）。
　以下に、立地選定プロセスに関わる付加価
値アプローチについての文献調査結果と、両
国におけるその役割について要約した。

２．立地選定に於ける付加価値

　伝統的な�“決定・発表・弁護”という立地

政策に替わるアプローチへの最初の試みは、
１９８０年代に遡ることができる。
　１９８５年ソロモンらによると、核廃棄物処理
の社会的・制度的な問題は技術的な問題より
も重要である。プログラムが最終的に成功す
るために、核廃棄物処理に関わる社会的・制
度的な対立を民主的に解決する必要がある。
技術的基準による単一最適なサイトが存在し
ないため、任意に意思決定を行えるのは最小
限の技術的基準を満たすサイトを選択するこ
とであり、政治的なプロセスがその後を引き
継ぐ。様々な意思決定のレベルに於いて、地
域により多くの意思決定力を付与するなど、
核廃棄物処分場立地選定プロセスはより密接
に参加型民主主義の思想に合う。
　また、１９８０年代初頭から他の著者は、大コ
ミュニティへのサービスの認識で誘致共同体
に便益供与の形式を提供するという概念を開
発し、廃棄物処分場を立地するための規則を
概説してきた。
　ジェンキンス－スミスらは、安全性のタイ
プと便益供与形式の種類とその提供順序は、
地元の受け入れに程度の違いを生むと結論づ
け、コミュニティへの便益は非金銭的な形で
最初に提示されるべきと示唆した。
　主要な３概念（「緩和政策」、「補償措置」、

　近年、核廃棄物（ここでは使用済燃料や高レベル廃棄物）の管理について、閉鎖的な意思決定
手続きから、利害関係者を含んだ広範囲の議論によるオープンな手続き重視による参加型への
傾向を強めている。最近、立地の成功例としてフィンランド及びスウェーデンの高レベル廃棄
物処分施設建設に向けた「付加価値アプローチ」が世界的な注目を集めている。本報告では、下
記の論文から両国でのこの「付加価値アプローチ」の重要な３概念（����������「緩和政策」、
�������	
���「補償措置」、および���������「動機」）、について述べ、立地成功例の要点をまと
め、わが国の放射性廃棄物処分への一考としたい。１）、２）
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「動機」）の導入は、������プロジェクトの
レポートに基づいている３）。付加価値アプ
ローチは問題に関連する様々な側面をカバー
する包括的な用語なので、その構成要素は当
事者の利益や価値観、より広範な社会的・制
度的状況など、関与している人によって異な
る可能性がある。
　ケンプは、その３概念を互いに分離するこ
とが不可欠であり、３概念が意思決定の状況
に応じて相補的か逆効果であるかを理解する
ことが重要であると強調している。
（１）「緩和政策」
　グレゴリーらは、「緩和政策」を工学的対策
と制度の緩和に分類している。工学的対策
は、施設の統計的残留リスクを「緩和」する
ように、過去の実績に基づいて設計される。
制度の緩和政策は、施設の操作を規制すると
か、立地決定に直接地元市民に発言力を与え
ることを目指す。
　チャップマンらによると、コミュニティへ
の影響力付与措置は、地元の意思決定に関与
し、生産能力造成、プロジェクトを監督する
ための地域共同事業の開発、および財政支援
策を含む。
　地方への強力な権限委譲の例としては、
１９８７年のフィンランドでの原子力エネルギー
法に基づいて付与された拒否権があり、ス
ウェーデンでは自治体も拒否権を持つ。
（２）「補償措置」
　グレゴリーらによる「補償措置」の定義は、
施設の便益と費用の望ましい再分配に影響を
与えるための誘致共同体への金銭またはサー
ビスでの支払い、とする。「補償措置」は、資
産と公平性の懸念に対処するための、金品の
支払いを利用した費用分担と利益の再分配と
する。
　イースタらは、施設の構造や稼働によって
直接影響される個人に、便益の一部を再配布

するための処置として「補償措置」を定義す
る。その定義では個人への「補償措置」に焦
点を当てており、個人への影響レベルを推定
すべきことを示唆している。
　「補償措置」の様々な形態として以下の６種
があり、多くの場合これらの分配は誘致地域
社会に付加価値として、割増雇用、追加の開
発資金や、他のプラスの影響をもたらす。
・直接的な金銭の支払い
・施設建設のための資材による報酬
・将来の緊急時のための資金
・資産価値低下への保証
・直接的または間接的な雇用保証
・プロジェクトへの支出を含む経済的な動
機

（３）「動機」
　広義の「動機」は、可能な限り最高の技術
的解決を達成するための支援の手段であり、
それ以外には社会的、政治的制約のために実
施されないかも知れない。「動機」は構造化さ
れた立地プロセスの不可欠な部分であるた
め、決して市場操作と見なされるべきではな
く、技術的解決策の受け入れを目指すもので
ある。
　��������によると、「動機」は施設を受
け入れる地域社会を動機付けする便益として
定義される。
　カーンズらは、「動機」を３つに分類する。
ここで「補償措置」は事後であり、事前であ
る報酬とは明確に区別される。
（�）「緩和政策」：有害な影響を、その発生前

に予防、低減、または除去する行動
（�）「補償措置」：事故や異常な事象での実際

の損害賠償の支払い
（�）報酬：リスクを想定して、コミュニティ

への恩恵を与える企画への行動
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３．ケース・スタディ

　これまでのレビューに基づいて、スウェー
デンとフィンランドでの付加価値アプローチ
を以下の基準で比較する。
（�）組織的な緩和政策

・地方の意思決定力と管理程度
・原子力産業との共同事業
・利害関係者の関与と生産能力造成

（�）「補償措置」
・「補償措置」戦略

（�）「動機」
・資金調達手段（資金）
・公共の金融政策手段（税収）
・雇用
・開発プロジェクト

　スウェーデンとフィンランドは、政治制度
と民主主義で高い信頼を持つ北欧の福祉国家
と見なされている。
　原子力エネルギー政策に関わる両国制度の
主な違いは、スウェーデンでは核廃棄物のた
めの国家評議会があるが、フィンランドでは
独立した技術・プログラムの監督者が存在し
ないことである。�また核施設の使用許諾手
続きの違いもある。
　フィンランドでは、立地の政治的承認は
「原則的政府決定」（���）による。���手順
では、公聴会、安全当局による予備的安全声
明、および誘致自治体による声明が含まれ
る。���の批准後、政府は建設許可と運転許
可を認可する権限がある。
　スウェーデンでは、環境裁判所での公聴
会、規制者からの承認、および誘致自治体の
合意の後に、政府が立地の決定を下す。
（１）エストハンマル自治体（スウェーデン）
　１９７７年の廃棄物管理会社（���）の設立以
来、潜在的なサイトの調査を続け、���－３概
念として知られる処分方式を１９８３年に採用し
た。１９９２年から地質学的基準からサイト選定

プロセスをすすめ、５地区のフィージビリ
ティ調査の結果から選ばれた３地区の内、議
会が受け入れた２地区（エストハンマルとオ
スカーシャム）についてサイト調査を実施し、
２００９年最終的に前者を選定した。その後、
２０１１年３月に処分場の立地・建設の許可申請
を行い、これが認められると立地決定となる。
　２００９年の立地選定時に、���と２自治体間
で、現地投資２０億���（約２８０億円）の付加
価値プログラムを導入する協力協定を締結し
ている。
（２）ユーラヨキ自治体（フィンランド）
　１９８０年代初頭に最終処分施設のサイト選定
プロセスが始まった。全体の地質がマッピン
グされたときに、サイト選択の戦略は、誘致
自治体の政治的便益に重点を置いていた。
１９８７年の５候補地から、地質学的基準により
３候補になり、１９９７年発電所との位置関係で
１候補増加した４候補地にサイト特性調査を
行った。また１９９５年に、原子力発電事業者２
社（���社と���社）が処分事業の実施主体
としてポシヴァ社を設立し、調査を引き継い
だ。
　１９９７年に最終決定への環境影響調査（���）
手続き実施を公表した際に自治体のビジョン
が考慮される事を発表した。
　政府の原則決定後、２００４年にオルキルオト
地区で地下岩盤特性施設の建設が開始され
た。今後ポシヴァ社は２０１２年までに建設許可
申請を、２０１８年までに営業許可申請を提出す
る義務がある。
　重要な「動機」として不動産税があり、２０１０
年の自治体推定収入は１０００万�（約１０億円）
である。なお１９９８年に発表されたオルキルオ
トビジョンでは、ビジネス開発基金用の資金
のため、水域の所有権移転や安価なローン援
助等が含まれる。
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４．両国での付加価値アプローチの比較

（１）類似点
・地方自治体の拒否権
・原子力産業との定期連絡会など
・核廃棄物会社との共同事業
・市町村の取り組み
・資金の用途を厳密化

（２）相違点
・フィンランドの全体的なパッケージは個
別の交渉合意から成り、スウェーデンで
の付加価値の利用は一つのプログラムの
下で管理される。
・スウェーデンで最後の二候補地区は協力
関係にあるが、フィンランドでは競争関
係。
・スウェーデンでは、利害関係者の調整に
核廃棄物基金を使用。一方フィンランド
では、自治体がこれらの活動にほとんど
独自資金を使用していない。　
・スウェーデンでは自治体が独自に権限委
譲努力をした。
・フィンランドの自治体は、安全上及び利
害関係者の問題に関し、独立した専門家
に相談していない。
・使用済み核燃料施設の不動産税は、フィ
ンランドの誘致自治体の公的「動機」を

高めた。
５．地域社会の増大する役割

　最近の動向として、廃棄物処分場の立地プ
ロセスにおけるコミュニティへの便益供与の
増加がある。これは、おそらくプロジェクト
の影響を「緩和政策」するための措置である。
そして偏見や財産枯渇などの現実化もしくは
予想される影響を「補償措置」し、関与して
権限委譲をすすめる「動機」として機能する。
参加型への変化が立地プロセスの不可欠な構
成要素と見られるように、便益の設定とその
実行に地域の関与を起こした。
　関与する「動機」は、フィンランドでは不
動産税と総合政策である。スウェーデンでは
権限委譲および立地プロセスの終わり近くで
の付加価値プログラムの導入があり、そこに
は実施者����による国家の問題を解決する
ための地域社会への認識を示している。

６．結論

　両国での廃棄物施設立地選定プロセスにお
ける付加価値アプローチは、コミュニティ主
導と、締約当事者の相互利益の認識を目的と
した核廃棄物管理会社との緊密な地域協力に
よって特徴付けられる。
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パートナーズ・ネットワーク会員　福村　信男
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１．プルトニウム生産炉����－１

　１９４５年７月米国最初の核実験成功後の１９４６
年に、英国政府は、世界強国としての地位を
維持するために、核兵器開発を決定し、原爆
用プルトニウムを生産するウィンズケール原
子力施設（１９８１年にセラフィールドと改名）
����－１及び����－２をカンブリア州の小さな村
シースケールに突貫工事で建設した。建設
は、１９４７年に開始され、����－１は、１９５０年１０
月に、����－２は、１９５１年６月にそれぞれ臨界
になり、最初のプルトニウム生産は、１９５２年
中頃（核実験は１０月）であった。
　両炉は、約１００�離れている。炉は、黒鉛減
速、空気冷却で発電設備はない。冷気は、図
１に示すように、大きなファンにより大気か
ら炉内に取り込まれ、暖気は、炉背面から煙
突を通じ大気へ放出される。１２０�高の煙突
頂部フィルタは、建設末期に��������氏
（コックロフト型加速器発明者）の提案により
急遽取付けられ、当初は、金や時間の無駄使
いと非難されたが、後述の事故時の大災害防
止に役立った。
　炉心は、水平チャンネル型で、天然ウラン
金属燃料は、放熱板のフィン付きのアルミニ
ウム缶に収納されているが、使用後は、図の
ように取り出し側に押し出され、貯蔵池で冷
却される。放射性廃液は、放出管から海に投
棄されたが、１９８１年代に海洋投棄が禁止され

た。また、６０��、３�、２１０��等��とウランから
の��生産用カートリッジも装備されている。
燃料チャンネルは、３，４４４本（７０，０００個の燃料
缶）である。黒鉛ブロックは、４，８００個で、直
径１５．３�、長さ７．４�の鋼鉄製の円柱に収めら
れている。出力制御棒は、水平方向に２４本、
安全棒は、垂直方向に１６本装備されている。
原子炉の断面図を図２に示す。

２．炉心溶融事故

（１）事故原因
　１９５７年１０月７日１時１３分、黒鉛に蓄積され
たウィグナー・エネルギー（黒鉛は高速中性
子照射を受けると結晶構造が変化し、エネル
ギーが蓄積される。低温で起こるが、３００～
４００℃�で加熱されると放出される。この作業
をアニーリングと呼ぶ。）を放出させるために
炉を停止した。１９時２５分に放出作業を核加熱
（制御棒引き抜きによる温度上昇）により行っ
た。翌朝核加熱が停止されたが、黒鉛温度が
上昇ではなく、下降していると誤解し、２回
目の核加熱が８日１１時５分に始まったが、８
日１７時に中止した。この時の加熱操作が急速
すぎたため、９日中に燃料が赤熱・溶融・破
損し、その周囲の黒鉛が燃焼した。
（２）事故中の活動
　９日２２時１５分から１０日１３時４０分まで断続的
にダンパー開放を行ない、黒鉛を冷却した。

　１９５７年１０月１０日から１２日にかけ、英国のプルトニウム生産炉����－１が火災事故を起こし炉心
溶融した。その直後の１７日から２５日にかけ、原子兵器研究所所長の���������	

�氏を議長とす
る諮問委員会が開催され、報告書を英国原子力公社（�����）会長に提出した。これを基に
���������首相は、１１月６日事故原因の調査、対策結果を議会に報告した。この概要をその後得
られた情報も取り入れ紹介する。
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この間、放射能スタックモニタがフルスケー
ルまで急上昇した。１３時４５分頃燃料が破損し
ていると断定し、遠隔監視装置で炉内調査を
試みたが、過熱変形のため作動しなかった。
そこで、所長の�������	
�が炉内に入り、燃
料の赤熱を見て、４８時間の燃料火災を確認し
た。そして、副所長の���������は、約２５�
の原子炉建屋上まで昇り、原子炉の隙間から
の赤色を確認した。消火のために冷却ファン
を動かしたが、逆に火を煽った。１１日朝まで
にウラン１１�が燃焼（最高温度１，３００℃）した。
　同夜、隣接のコールダーホール発電所から
液体��２�２５�を供給したが、少量のため成功
しなかった。最後の手段として、溶融金属を
酸化させ、発生した水素と空気により水素爆
発する危険な水の使用を決断するとともに、
炉内への空気も遮断した。この間、　����
�����は、何度も屋上に上がり、水素爆発の
有無を確認した。１１日８時５５分に１２本のホー
スを燃料孔に挿入し注水が開始され、２４時間
以上の注水後１２日午後３時にようやく鎮火し
た。
（３）事故原因の検証
　黒鉛内のウィグナーエネルギーについて
は、炉の設計時には、知られていたが、蓄積
現象については未知であった。１９５２年５月に
����－２での異常温度上昇がみられ、初めてエ
ネルギー放出が観測された。この現象は未知
で、停止中の����－１でも生じた。その後、現
象解明され、１９５７年１０月まで両炉で定期的な
放出作業が行われた。この時、黒鉛中性子照
射量が３万から４万���毎に放出作業する
手順に変更されていたが、局所的には、約８
万���に到達し、放出失敗が生じた。調査
委員会は、この時の熱電対データ等と多数の
計算結果により、事故検証し、計測装置の数
と配置に不備があり、局所ポケットがある局
所計測が不可能であったこと及び温度上昇が

急激過ぎたことを検証した。
　英国は、��生産により、原爆開発に成功し
たが、その後、米国が３�使用の水爆を作った
ため、技術的な互角力を示すため、３�生産を
始めた。３�生産は、��生産より高中性子束を
要するので中性子吸収削減のため燃料冷却用
��製フィンを減らした。このため、設計仕様
を超えた温度上昇により、熱の正規分布を変
え、熱が集中するホットスポットが生じた。
熱電対配置が元の設計のままであったため、
ホットスポットを検出できなかった。
（４）作業者被ばく量
　事故関係者の１４名が１３週間の全身被ばくの
最大許容レベルを超え、最高は、４．６６�（レ
ントゲン：単位は、原文どおり）であった
（ウィンズケールの標準：３．０�以下）。８９��と
�９０��については、尿検査の結果最大許容量の
１�１０だった。また、甲状腺の１３１�量は、最高
で０．５μ��（キューリ：単位は、原文どおり）
だった。
（５）公衆被ばく量
　放射性物質の環境中への放出が急増した１０
日の風は弱く、陸から海方向だった（北東�北
北東）が、夜は、北西�北北西に変わった。１０
日の空気放射能の最高レベルは、����基準
の約１０倍で、農場の道路で観測されたが、１１
日朝の芝生等の放射能測定では０．８μ����
で、被ばくや吸入の危険性がないと判断され
た。放射能の大部分は、煙突のフィルタによ
り吸着される粒子状物質よりも揮発性の１３１�
等であった。汚染は、図３に示すように、イ
ングランド、ウエールズ及び北ヨーロッパの
一部まで拡散し、沈着した。放出放射性物質
の量を、１９７９年の���事故時及び１９８６年の
チェルノブイリ事故時と比較して表１に示
す。国際原子力事象評価尺度（����）では、
最大７レベルの内５と評価された。
　牛乳の最初の１３１�量分析は、１２日の１５時に完
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了し、０．８μ����となり、即刻流通制限さ
れ、範囲は５２０��２に及んだ。牛乳は、約１ヵ
月間、集荷場から下水に投棄されたが、悪臭
のため、海へ捨てられた。最大汚染地区の子
供の甲状腺最大線量当量は、１６０���、大人は
９．５���、平均２．５���と評価された。

３．まとめ

　以上をまとめると以下のとおりとなる。
①事故の主原因は、１０月８日の２度目のア
ニーリングがあまりにも早く、性急に行わ
れたことである。これは、計測装置の不十
分さ及び運転員の誤判断によるもので、組
織の弱さにも通じる。
②事故後の関係者の迅速かつ効率的な献身ぶ
り（特 に、��������、�������	
�、�����

�����各氏）が功を奏した。
③事故結果に対する措置が適切で公衆及び作
業者に健康被害を与えなかった。

　サイトは、除染され、一部は、英国核燃料
会社に移管された。設備全体は、原子力廃止
措置機関が所有している。
　原子炉は、現在、火災で損傷した高温の約
６，７００個の燃料と１，７００本の��カートリッジ
を炉内に残し、密閉され、換気及び放射能と
温度測定が行われている。将来の炉心解体に
向け、未臨界度測定及び空孔の存在のため解
体による炉心崩壊について検討されている。
解体による発生廃棄物量は、黒鉛、ウラン、
��カートリッジ等で約２，５００�と推定されてい
る。
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フィルタ

生体遮蔽

黒鉛炉心

冷却空気取入口
燃料取出し口

��������������� ����������������

高汚染地域 中汚染地域 低汚染地域

カンブリア

�������	
���
�����

�������	
���
������������

Three Mile IslandChernobylWindscale放射性核種

極めて少ない（約１．１）１，７６０，０００７４０１３１I

極めて少ない７９，５００２２１３７Cs

－６，５００，０００１２，０００１３３Xe

Windscaleの２５倍（希ガスとして約１００PBq）－－１３５Xe

－８０，０００－９０Sr

極めて少ない６，１００－Pu
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立地推進部　石堂　昭夫

�������	
��
�����

１．���長官による基調講演

　「挑 戦 の 時」と の 見 出 し で、��������
�������の基調講演が紹介されている。
　この１年は原子力産業にとって非常に「異
常な」年であった。日本が被った地震と津波
によって危機に陥った東京電力福島第一、ハ
リケーン・アイリーンと地震によって脅かさ
れた米国東部の原子炉群、そして大陸中央部
平原州における洪水による��．�������	
����
の孤立化などである。
　原子力への公衆の関心レベルがこれらの出
来事によって高まっている。特に福島第一の
事故は、「原子力の将来に大きな影響を与え
る可能性がある」。���は「大きな教訓」を
学ぶことに集中している。すなわち、①各プ
ラントの直面しているリスクを把握する、②
誰も全ての出来事を予測できないことを認識
する、③災害からの復旧は災害への備えと同
じくらい重要である。
　���は、サイトの内部外部での交流電源喪
失の発生可能性に注目している。「福島」で何
も学ばなければ、米国の原子力産業に対する
規制への反映も十分行えない」。
　福島事故発生以前から、政府は新規プラン

ト１２件の設置認可の評価中であった。
　�������	
����はまだ������３および４の
建設・操業認可待ち、小型モジュラー炉
（���）は原子力の「新しい展開」を期待させ
るものである。合衆国上院は、政府が���よ
り核廃棄物に重点を置くべきであると信じて
いる。「核廃棄物は常に原子力のアキレス腱
と考えられてきた」。「使用済燃料はサイト内
に適切なコストで保管できる」という事実に
よって、高レベル廃棄物（���）への危機感
が減退している。また、���の最近の「廃棄
物信頼性規則」によれば、使用済燃料貯蔵は
最大１２０年まで（プラント稼働期間中の６０年と
プラント閉止後の６０年）の安全を定めており、
「我々は長期的な将来のために適切な意思決
定を行うための時間がある」。
　低レベル廃棄物（���）については、大部
分の立地に向けての努力が失敗しており、
「コンパクト戦略は崩壊した」。また、劣化ウ
ランを主とする新たな廃棄物が「規制の状況
を複雑にしている」。
　���は放射性廃棄物処分に対する連邦規
則（１０�����６１）を更新するため努力してお
り、国の「システム」あるいは「政策」の欠

　３．１１から半年後にあたる昨年９月に、米国ラスベガスで第５回放射性廃棄物サミットが開催
された。例によって��������	
��
�����誌で�����主筆が簡潔に会議の概要を報告しているので
紹介したい。�����によれば、この会議は「全ての州のクラス�と�の民間低レベル廃棄物発生者
が、ついに最終処分場を確保できるかもしれないという楽観論が広がりつつある中、同時に、連
邦予算の縮減に伴う公共分野でのいくつかの除染計画の遅延あるいは中止されるかもしれない
との状況」の中で開催されたという。���長官の����������	
���の基調講演に始まり、コンパ
クト、処分施設等の事業者、電力会社、州、���、���、���等の公共部門、海外からは英国
とウクライナの原子力規制監察院からの代表が報告・議論をした。誌面の関係で重要と思われ
るいくつかの課題に絞って紹介する。
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陥について取り組んでいる。果たしてクラス
�、�、�および����という分類体系は適切
なのか？
　西洋文明がたかだか７０００年つまりシュメー
ル文化までしかさかのぼれないとき、規制期
間を２万年とすることの困難さを考えなけれ
ばならない。我々はこのような事態に対し規
制アプローチを適応させねばならない。結論
として、���についての規制を各州にまか
せるのではなく、連邦プログラムとして作り
上げることについての論拠を作り上げること
ができると考えている。
　「これが、我々が行わなければならない議
論である」。

２．州とコンパクトの概況

　様々な���のコンパクトの代表者達は、
�������の「コンパクト戦略は崩壊した」と
の意見に異論を呈した。���処分場を有す
るコンパクトの代表者たちはコンパクトシス
テムが良好に機能していると考えている。こ
の３０年にわたってサイトを開発するために１４
億ドルを費やしたが新規のサイトは開発され
ていない。しかし、コンパクト・プロセスと
いうものがなければ、今日処分場は存在して
いなかったかもしれない。「州間にまたがる
コンパクトが自らの将来をコントロールする
ための最善の方法は、自らの処分場を持つこ
とである」。なぜなら、そのコンパクトに
よって施設の使用の制限があり、それこそが
「これらの施設の開放性が保たれているカギ」
であると彼らは考えている。

３．���の視点

　���の�������	
�����
がポスト福島の展望
を報告。
①地震解析、②シビアアクシデント軽減戦
略、③緊急事態対応計画および応答、③使用

済燃料貯蔵、などの分野で、福島の教訓をプ
ラントに反映させるという民間からの強い反
応がある。福島事故に起因して、新しい廃棄
物の種類（例えば、土、ヘドロ、焼却灰）と
新しいデコミッショニングおよび除染技術
が、今後数ヶ月から数年に現れる。

４．���の状況

　環境管理（��）技術や規制をサポートする
部門の副次官補の���������	
���
�
の報告。
　���の予算は２０１１年度に減少し、２０１２年に
改善の兆しはない。このため予算化されない
プロジェクトがでてくる。クリーンアップの
重要性の順は、タンク廃棄物、使用済燃料保
管、超ウラン（���）廃棄物、���、そし
て混合廃棄物である。���が処分のために
発生者に依存しているのは、約８０％の���
および混合廃棄物のオンサイトでの処分であ
り、１５％ は 民 間 の 処 分 施 設、約５％ が�
����������	
����
����	���
	��（����、以前
はネバダ・テスト・サイト）に行っている。

５．チェルノブイリの現状

　英国とウクライナよりの代表者が報告を
行ったが、特にウクライナの国家原子力規制
監察院の��������	�
��
�����がチェルノブイ
リの放射性廃棄物の取扱について報告。
　チェルノブイリの破損した４号機の除染作
業では、不安定な構造物とコンポーネント
（２００８年に完成したのも）の安定化作業、破損
した原子炉へのシェルター構築（現在進行
中）、および最終的に廃棄物の処分が必要で
ある。最終処分施設の立地場所としては、輸
送に関する懸念を払拭するため原子炉施設周
辺の立入禁止区域が選ばれるであろう。処分
する廃棄物の最適な場所ではないかもしれな
いが、既に決定されている。また、廃棄物の
分類を改善する（特に、極低レベル放射性廃
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棄物の新しいカテゴリが必要）、線量限度を
緩める、立入禁止区域を長期にわたり確保す
ること、を含む新しい規制が必要であろう。

６．２万年にわたる性能保証？

　���は２万年間の性能保証期間を含む
���処分の新たな規制案を検討している。
これに対して、事業者のそれぞれの見解が披
露 さ れ た。�������	
��
�
���副 社 長 の
�������	�
����は、同社が、「モデル化が困
難」であり、１０００年の性能期間を義務づける
という���のアプローチに同意しており、２
万年におよぶ性能保証期間は、実現不可能
で、���の地層処分に関する１０�����６０以上
の高い基準を課すものである、との２３ページ
にわたるコメントを提出したという。
　一方、�������	
��	��
����������（���）
の��������	
���は、テキサス州の認可を取得
するために５万年までをモデル化しなければ
ならなかったので、２万年間標準を支持す
る。土地利用のシナリオに影響を与える可能
性がある重要な気候変動は１万年～２万年の
期間にわたって発生する可能性があると考え
ていると述べた。

７．劣化ウランの取扱い

　�������	
��
����
�	
�
�の社長である
��������	
��の報告。
　新しい劣化��６変換プロジェクトが、���
のポーツマスとパデューカで始まっている。
　フッ化水素酸と劣化ウラン酸化物に変換す
ることが目標。ポーツマスのプラントは、３
つの運転ラインとなり、劣化��６で約２５万ト
ン、パデューカのプラントは、４つの運転ラ
インと４４万トンを処理する。前者は１８年間、
後者は約２５年にわたり運転することになる。
現在段階的な再起動期間内にあり、すべての
施設を７月２４日に正常運転させることが、

２０１２年の末までの目標である。

８．����は����に行くことになるのか？

　１年前、米国核廃棄物隔離試験施設
（����）は未だ計画中の段階であった。施設
のあるニューメキシコ州の南東部は計画を強
く支持していたものの、州のその他の地域
は、中立から絶対反対までの間にあり、州の
環境局はそうした熱狂的反対の核と見られて
いた。今後数十年でどのように変化してゆく
のか、立地しているニューメキシコ州の環境
局（����）の長官の��������	
��が報告し
ている。
　����が州の経済、事業に貢献しており、
約５０３，０００立方フィートの余剰容量がある。
　これを例えば、「余剰プルトニウムまたは
����廃棄物」のために使用できる。���や
使用済み核燃料も地下に分布する岩塩層の中
に処分することができるかもしれない。
　そのためには①計画の必要性を確認する、
②適切な科学的意思決定に基づく、③合意
ベースのアプローチを使用する、という「正
しい戦略」にもとづく計画でなくてはならな
いという。ちなみに、����サイトは、
����の最終処分についての���の���（環
境影響評価報告書）ドラフトにリストされて
いるひとつなので、�����の������長官は
受入を想定しているかもしれない。���の
廃棄物管理と環境保護部門長の������
������は、����の規制に言及している。
当局は����ライセンスに際し規制の基盤と
なるべきものをしなければならないが、���
の「����類似廃棄物」の処分についてのラ
イセンスを許可することはないだろう。
　���が現在抱えている一つの問題は、１０�
����６１の核心である「侵入解析」に対処しな
かったということである。���は、����処
分認可を得るためには、必要なことは何でも



－　２９　－

する用意がある。しかし、����サイトが選
択され、第三の規制者が必要とされる場合、
���は驚くかもしれない。（����は、すで
に米国環境保護庁と����によって規制さ
れている）。
　���が����以外のサイトを選択した場
合、����はライセンスの技術的基礎を整備
するための作業をしなければならず、����
が選択された場合は、議会は規制者を誰にす
るかを決めなければならないだろう。

９．線源

　国家安全保障局（����）の地球規模脅威
削減�イニシアティブ（����）の��������

��������	
�の報告。
　����の努力によって、結論的に、８１８，０００�
��にのぼる合計２８０００以上の望ましからざる
あるいは不使用の線源回収を行った。処分オ
プションの欠如という状況で経済が悪化すれ
ば、孤立したあるいは放棄された線源が増加
するだろうと懸念している。また�������
��������	は、�����サイトでクラス�密封線源
を受け入れるべくライセンスの修正を試みて
いる。２１種類の同位体が許可されているが、
ストロンチウムとセシウム線源は許可されて
おらず、本件は���と検討中である、とい
う。

参考文献

１）�������	�
������“��������	
�
��

���
���
�����������
��������	�
���	���
��������������
��������	
����

��
��������	��

��	
�������	
���
��������������	
���������������

���������	
��
	����
	��	���	�����
	����”��������	�
��
�����，��������	
���
�����，������
����



－　３０　－

情報管理部　榎戸　裕二

廃止措置の概況：
　英国では、２０１２年２月に�������	
１（���：３００���）が運転停止したのに続き、４月２５日に
���（原子力廃止措置機関）所有の�����－２（���：５５０���）が４１年間の安全運転を終え、恒
久運転停止された。この結果、���保有の運転中の原子力発電所は�����－１のみとなった。廃止
措置理由としては�����サイトの２機を同時に運転する燃料が無いことである。�����－１は２０１４
年までサイト許可が認められているが、２号炉の一部の燃料を転用する許可がこの夏にも���
（原子力規制局）から得られる見込みである。表２に運転停止となった�����－２炉の詳細を英国の
国欄に示す。一方、１９８１年から２０年以上かけ����（ウインズケール）原子炉は解体を完了し
た（建物は未解体）。��������（安全貯蔵、�＆�とも称す）準備中である�������	�

及び
��������の２サイトでは作業を加速させ、密閉原子炉と廃棄物保管箇所を残した�＆�にそれぞ
れ２０１６年、２０１５年に入り、英国で地層処分場が運転される６０年後の最終解体まで監視状態に置か
れる。新規の発電所は韓国の���（９６０���）新古里１号機、同新月城１号機が２０１２年１月に
送電を開始した。

表１　日本において運転年数が３５年を超えた原子力発電所
表２　世界の原子力発電所廃止措置情報一覧（２０１２年５月現在）
図　　最近１０年間の発電所の恒久運停止数及び新規発電所の件数（���������から）

�������	
	��
��������	��	
	����������� !"#$%&

�������	
���
�������

�������	
��
����
���������������
 !"#$

廃止措置予定炉型電気出力
（万��）

運転開始
年月発電所名電力会社名

運転５０年を超えず廃止措置（リプレース）ＰＷＲ３４．０１９７０年１１月美浜１号機

関西電力
未定ＰＷＲ５０．０１９７２年７月美浜２号機
未定ＰＷＲ８２．６１９７６年１２月美浜３号機
未定ＰＷＲ７２．６１９７４年１１月高浜１号機
未定ＰＷＲ８２．６１９７５年１１月高浜２号機
未定ＢＷＲ４６．０１９７４年３月島根１号機中国電力
未定ＰＷＲ５５．９１９７５年１０月玄海１号機九州電力

運転４６年で廃止措置（リプレース）ＢＷＲ３５．７１９７０年３月敦賀１号機日本原電
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
４８
年

計
画
検
討
中

未
定

�
�
�

４０
８
�
�

１９
７７
�１
０
�０
６
～
１９
８９
�０
２
�２
５

ア
ル
メ
ニ
ア

－１
�

ア
ル
メ
ニ
ア

１
２０
１１
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１２
�
�

１９
６２
�１
０
�１
０
～
１９
８７
�０
６
�３
０

Ｂ
Ｒ
－３
�

ベ
ル
ギ
ー

２

未
定

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�１
０
�２
８
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－１

ブ
ル
ガ
リ
ア

３
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
０
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－２
４

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－３
５

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８２
�０
６
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－４
６

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２１
８
�
�

１９
６８
�０
９
�２
６
～
１９
８４
�０
５
�０
４

ダ
グ
ラ
ス
ポ
イ
ン
ト

カ
ナ
ダ

７
安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

２６
６
�
�

１９
７２
�０
５
�０
１
～
１９
７７
�０
６
�０
１

ジ
ェ
ン
テ
ィ
リ

－１
８

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２０
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
８７
�０
８
�０
１

ロ
ル
フ
ト
ン
�
�
�
－２

９
２０
２７
年
以
前

解
体
計
画
作
成
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７２
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
５
�２
７

ビ
ュ
ジ
ェ
イ

－�
�

フ
ラ
ン
ス

１２
基

１０
２０
１９
年

圧
力
容
器
解
体
準
備

安
全
貯
蔵

�
�
�

３２
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
５
～
１９
９１
�１
０
�３
０

シ
ョ
ー
－
Ａ

１１
２０
２７
年

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８０
�
�

１９
６４
�０
２
�０
１
～
１９
７３
�０
４
�１
６

シ
ノ
ン
－Ａ
１

１２
２０
２６
年

部
分
解
放
済
（
ス
テ
ー
ジ
Ⅱ
）

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�０
２
�２
４
～
１９
８５
�０
６
�１
４

シ
ノ
ン
－Ａ
２

１３
２０
３３
年

安
全
貯
蔵
中

�
�
�

４８
０
�
�

１９
６６
�０
８
�０
４
～
１９
９０
�０
６
�１
５

シ
ノ
ン
－Ａ
３

１４

未
定

安
全
貯
蔵
中
（
Ｃ
の
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

４３
�
�

１９
５９
�０
４
�２
２
～
１９
８０
�０
２
�０
２

マ
ル
ク
ー
ル

－Ｇ
２

１５
�
�
�

４３
�
�

１９
６０
�０
４
�０
４
～
１９
８４
�０
６
�２
０

マ
ル
ク
ー
ル

－Ｇ
３

１６
２０
１６
年

原
子
炉
解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

７５
�
�

１９
６８
�０
６
�０
１
～
１９
８５
�０
７
�３
１

モ
ン
ダ
レ
ー
�
�
４

１７
２０
３２
年

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
６９
�０
６
�０
１
～
１９
９０
�０
４
�１
８

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－Ａ
１

１８
２０
２８
年

�
�
�

５３
０
�
�

１９
７１
�１
１
�０
１
～
１９
９２
�０
５
�２
７

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－Ａ
２

１９
２０
２６
年

�
�処
理
継
続

即
時
解
体

�
�
�

１２
４１
�
�

１９
８６
�１
２
�０
１
～
１９
９８
�１
２
�３
１

ス
ー
パ
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２０
２０
２３
年

「
最
終
運
転
停
止
段
階
」
で
燃
料
撤
去

即
時
解
体

�
�
�

１４
２
�
�

１９
７４
�０
７
�１
４
～
２０
１０
�０
２
�０
１

フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２１

２０
１２
年

解
体
中
、
サ
イ
ト
の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�０
７
�０
２
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－１

ド
イ
ツ

２７
基

２２
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－２
２３

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７８
�０
５
�０
１
～
１９
９０
�０
２
�２
８

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－３
２４

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７９
�１
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�２
２

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－４
２５

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８９
�１
１
�０
１
～
１９
８９
�１
１
�２
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－５
２６

１９
９８
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２５
�
�

１９
７０
�０
７
�０
２
～
１９
７１
�０
４
�２
０

グ
ロ
ス
ヴ
ェ
ル
ツ
ハ
イ
ム（
�
�
�
）

２７
２０
０６
年
完
了

設
備
・
機
器
の
解
体
撤
去
（
建
家
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
２
～
１９
７７
�０
１
�１
３

グ
ン
ド
レ
ミ
ン
ゲ
ン（
�
�
�
��
）

２８
２０
１３
年

設
備
・
設
備
の
解
体
撤
去
済

即
時
解
体

�
�
�
�

１５
�
�

１９
６９
�０
５
�０
９
～
１９
８８
�１
２
�３
１

�
�
�
実
験
炉

２９
未
定

解
体
作
業
は
完
了

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
�
�

１９
６２
�０
２
�０
１
～
１９
８５
�１
１
�２
５

カ
ー
ル
�
�
�

３０
２０
１３
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

２０
�
�

１９
７９
�０
３
�０
３
～
１９
９１
�０
８
�２
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
へ
�
�
�
－Ⅱ

３１
２０
１１
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�

５７
�
�

１９
６６
�１
２
�１
９
～
１９
８４
�０
５
�０
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
エ
�
�
�
�

３２
２０
１３
年
解
体
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
１３
年
ま
で
の
２５
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
８
�
�

１９
６８
�１
０
�０
１
～
１９
７９
�０
１
�０
５

リ
ン
ゲ
ン（
�
�
�
）

３３
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１３
０２
�
�

１９
８７
�０
８
�０
１
～
１９
８８
�０
９
�０
９

ミ
ュ
ル
ハ
イ
ム
・
ケ
ー
ル
リ
ッ
ヒ

３４
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

１９
９５
年
完
了

解
体
及
び
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１０
６
�
�

１９
７３
�０
１
�０
１
～
１９
７４
�０
７
�２
１

ニ
ダ
ー
ア
イ
ヒ
バ
ッ
ハ（
�
�
�
）

ド
イ
ツ

２７
基

３５
２０
１２
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

７０
�
�

１９
６６
�１
０
�１
１
～
１９
９０
�０
６
�０
１

ラ
イ
ン
ス
ベ
ル
グ

３６
２０
１５
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
２
�
�

１９
７２
�０
５
�１
９
～
２０
０３
�１
１
�１
４

シ
ュ
タ
ー
デ

３７
未
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
２７
年
ま
で
の
３０
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

３０
８
�
�

１９
８７
�０
６
�０
１
～
１９
８８
�０
４
�２
０

�
�
�
�
－�
�
�

３８
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
１
～
１９
９４
�０
８
�２
６

ヴ
ュ
ル
ガ
ッ
セ
ン

３９
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

３５
７
�
�

１９
６９
�０
３
�３
１
～
２０
０５
�０
５
�１
１

オ
ビ
リ
ッ
ヒ
ハ
イ
ム

４０
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
６７
�
�

１９
７４
�０
８
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４１
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１２
４０
�
�

１９
７６
�０
４
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４２
未
定

未
定

未
定

�
�
�

７７
１
�
�

１９
７６
�０
７
�１
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ブ
ル
ン
ス
ビ
ュ
ッ
テ
ル

４３
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８７
８
�
�

１９
７７
�１
２
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

イ
ザ
ー
ル
１

４４
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４６
�
�

１９
８３
�０
９
�２
８
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ク
リ
ュ
ン
メ
ル

４５
未
定

未
定

未
定

�
�
�

７８
５
�
�

１９
７６
�０
６
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ネ
ッ
カ
ー
ヴ
ェ
ス
ト
ハ
イ
ム
１

４６
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８９
０
�
�

１９
７９
�０
５
�０
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
ベ
ル
グ
１

４７
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４５
�
�

１９
７８
�０
９
�２
９
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ウ
ン
タ
ー
ヴ
ェ
ー
ザ
ー

４８
２０
１６
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８８
２
�
�

１９
８１
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

カ
オ
ル
ソ

イ
タ
リ
ア

４９
２０
１５
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
０
�
�

１９
６４
�０
６
�０
１
～
１９
８２
�０
３
�０
１

ガ
リ
グ
リ
ア
ー
ノ

５０
２０
２０
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

Ｇ
Ｃ
Ｒ

１６
０
�
�

１９
６４
�０
１
�０
１
～
１９
８７
�１
２
�０
１

ラ
テ
ィ
ー
ナ

５１
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２７
０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

ト
リ
ノ
・
ヴ
ェ
ル
チ
ェ
レ
ッ
セ

５２
１９
９６
年
完
了

建
物
解
体
撤
去
、
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１３
�
�

１９
６３
�１
０
�２
６
～
１９
７６
�０
３
�１
８

動
力
試
験
炉（
��
�
�
）

日
本

９
基

５３
２０
１７
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６６
�０
７
�２
５
～
１９
９８
�０
３
�３
１

東
海
発
電
所

５４
２０
２８
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１６
５
�
�

１９
７９
�０
３
�２
０
～
２０
０３
�０
３
�２
９

「
ふ
げ
ん
」

５５

２０
３６
年

解
体
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７６
�０
３
�１
７
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
１
号
機

５６
�
�
�

８４
０
�
�

１９
８７
�１
１
�２
９
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
２
号
機

５７
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

４６
０
�
�

１９
７０
�１
１
�１
７
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
１
号
機

５８
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７３
�１
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
２
号
機

５９
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７４
�１
０
�２
６
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
３
号
機

６０
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７８
�０
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
４
号
機

６１
２０
７５
年
頃

廃
止
措
置
計
画
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

９０
�
�

１９
７３
�０
７
�１
６
～
１９
９９
�０
４
�２
２

�
�
－３
５０

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

６２

未
定

運
転
停
止

未
定

�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８３
�１
２
�３
１
～
２０
０４
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ア
－１

リ
ト
ア
ニ
ア

６３
�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８７
�０
８
�２
０
～
２０
０９
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ナ
－２

６４
２０
４５
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
６９
�０
３
�２
６
～
１９
９７
�０
３
�２
６

ド
ー
テ
バ
ル
ト

オ
ラ
ン
ダ

６５

不
明

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
８
�
�

１９
６４
�０
４
�２
６
～
１９
８３
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－１

ロ
シ
ア

６６
�
�
�
�

１６
０
�
�

１９
６９
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－２
６７

不
明

安
全
貯
蔵
終
了
し
解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２１
０
�
�

１９
６４
�１
２
�３
１
～
１９
８４
�０
２
�１
６

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－１
６８

�
�
�

３６
５
�
�

１９
７０
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
８
�２
９

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－２
６９

不
明

燃
料
撤
去
後
博
物
館
化
さ
れ
た
。

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

６
�
�

１９
５４
�１
２
�０
１
～
２０
０２
�０
４
�２
９

オ
ブ
ニ
ン
ス
ク
�
�
�
－�

７０



－　３３　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
５７
年
頃

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１４
３
�
�

１９
７２
�１
２
�２
５
～
１９
７７
�０
２
�２
２

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１

ス
ロ
バ
キ
ア

７１

２０
６２
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８０
�０
４
�０
１
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１
－１

７２
�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�０
１
～
２０
０８
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１
－２

７３
２０
２８
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
７２
�０
５
�０
６
～
１９
８９
�１
０
�１
９

バ
ン
デ
ロ
ス

－１
ス
ペ
イ
ン

７４
不
明

廃
止
措
置
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１５
０
�
�

１９
６８
�０
７
�１
４
～
２０
０６
�０
４
�３
０

ホ
セ
・
カ
ブ
レ
ラ

－１
７５

２０
４０
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
�
�

１９
６４
�０
５
�０
１
～
１９
７４
�０
６
�０
２

オ
ゲ
ス
タ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

７６

２０
２０
年
頃
解
体
開
始

安
全
貯
蔵
中
（
�
�
�
－２
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７５
�０
７
�０
１
～
１９
９９
�１
１
�３
０

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－１
７７

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７７
�０
３
�２
１
～
２０
０５
�０
５
�３
１

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－２
７８

１９
９４
年
完
了

安
全
貯
蔵
後
解
体
し
サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

６
�
�

１９
６８
�０
１
�２
９
～
１９
６９
�０
１
�２
１

ル
ー
セ
ン

ス
イ
ス

７９

解
体
、
敷
地
除
染
修
復

（
２０
４６
～
２０
６５
年
）

安
全
貯
蔵
中
（
２０
４５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
７
～
１９
９６
�１
１
�３
０

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－１

ウ
ク
ラ
イ
ナ

８０
�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
８
～
１９
９１
�１
０
�１
１

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－２
８１

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８２
�０
８
�２
７
～
２０
００
�１
２
�１
５

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－３
８２

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８４
�０
３
�２
６
～
１９
８６
�０
４
�２
６

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－４
８３

２０
７４
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�０
６
�１
２
～
１９
８９
�０
３
�３
１

バ
ー
ク
レ
－１

イ
ギ
リ
ス

２９
基

８４
�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�１
０
�２
０
～
１９
８８
�１
０
�２
６

バ
ー
ク
レ
－２

８５
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１５
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�０
７
�０
１
～
２０
０２
�０
３
�３
１

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－１
８６

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�１
１
�１
２
～
２０
０２
�０
３
�３
０

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－２
８７

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５６
�１
０
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－１
８８

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�０
２
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－２
８９

�
�
�

６０
�
�

１９
５８
�０
５
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－３
９０

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
４
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－４
９１

６５
年
間（
２０
８１
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
２
�０
５
～
１９
９０
�０
３
�３
０

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－�
１

９２
�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�１
２
�３
１

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－�
２

９３
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０４
年
～
２０
１４
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
３
�３
０
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－�
１

９４
�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
５
�０
５
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－�
２

９５
２０
１２
年
２
月
運
転
停
止

未
定

未
定

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６７
�１
１
�０
７
～
２０
１２
�０
２
�Ｅ

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
�
１

９６
未
定

未
定

未
定

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６８
�０
４
�０
６
～
２０
１１
�０
６
�３
０

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
�
２

９７
２０
８８
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１２
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
６

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－１
９８

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
４

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－２
９９

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
３
�２
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－�
１

１０
０

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
９
�１
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－�
２

１０
１

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
０
�２
８
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－�
１

１０
２

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
２
�３
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－�
２

１０
３

２１
１６
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体
、
２１
２８
年
に
サ

イ
ト
解
放
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
�年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－１
１０
４

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－２
１０
５

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－３
１０
６
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

１
～
３
号
機
と
同
じ

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－４

イ
ギ
リ
ス

２９
基

１０
７

未
定

未
定

未
定

�
�
�

５５
０
�
�

１９
７１
�６
�２
１
～
２０
１２
�０
４
�２
５

ウ
イ
ル
フ
ァ
ー

－２
１０
８

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１４
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７７
�０
３
�０
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１０
９

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
７６
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
３
�３
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１１
０

２０
２８
年

解
体
中

解
体
へ
変
更

�
�
�

３６
�
�

１９
６３
�０
２
�０
１
～
１９
８１
�０
４
�０
３

ウ
イ
ン
ズ
ケ
ー
ル
��
�
�
�

１１
１

２０
４２
年
へ
変
更

解
体
中
（
２０
１５
年
完
了
予
定
）

解
体
へ
変
更

�
�
�
�
�

１０
０
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
９
�１
１

ウ
イ
ン
フ
リ
ス
��
�
�
�
�

１１
２

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

７１
�
�

１９
６５
�１
１
�０
１
～
１９
９７
�０
８
�２
９

ビ
ッ
グ
ロ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

ア
メ
リ
カ

３０
基

１１
３

２０
１９
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
�
�

１９
５７
�１
０
�１
９
～
１９
６３
�１
２
�０
９

�
�
バ
レ
シ
ト
ス

１１
４

２０
０９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１９
�
�

１９
６３
�１
２
�１
８
～
１９
６７
�０
１
�０
１

�
�
�
�

１１
５

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
０７
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
７
�
�

１９
６０
�０
７
�０
４
～
１９
７８
�１
０
�３
１

ド
レ
ス
デ
ン

－１
１１
６

１９
７４
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２４
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
６８
�０
２
�０
１

エ
ル
ク
リ
バ
ー

１１
７

２０
１２
年
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６６
�０
８
�０
５
～
１９
７２
�０
９
�２
２

エ
ン
リ
コ
・
フ
ェ
ル
ミ

－１
１１
８

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９４
�０
９
�０
１

�
�
�
－Ⅱ

１１
９

７５
年
間
��
�
後
解
体

��
�（
繭
化
）方
式
の
安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

８６
０
�
�

１９
６６
�０
４
�０
１
～
１９
８８
�０
２
�０
１

ハ
ン
フ
ォ
ー
ド
Ｎ
原
子
炉

１２
０

１９
９７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�

３４
２
�
�

１９
７９
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�０
８
�２
９

フ
ォ
ー
ト
・
セ
ン
ト
・
ブ
レ
イ
ン

１２
１

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
３
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９６
�１
２
�０
５

ハ
ダ
ム
ネ
ッ
ク（
�
・
�
）

１２
２

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
１０
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

８４
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６４
�０
９
�０
１

ハ
ー
ラ
ム

１２
３

２０
１５
年
完
了
予
定

解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６３
�０
８
�０
１
～
１９
７６
�０
７
�０
２

フ
ン
ボ
ル
ト
・
ベ
イ

－３
１２
４

２０
２６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２７
７
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７４
�１
０
�３
１

イ
ン
デ
ア
ン
・
ポ
イ
ン
ト

－１
１２
５

２０
２６
年
完
了
予
定

解
体
予
定

安
全
貯
蔵

�
�
�

５３
�
�

１９
６９
�１
１
�０
７
～
１９
８７
�０
４
�３
０

ラ
ク
ロ
ス

１２
６

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

９０
０
�
�

１９
７２
�１
２
�２
８
～
１９
９７
�０
８
�０
１

メ
イ
ン
ヤ
ン
キ
ー

１２
７

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６８
４
�
�

１９
７１
�０
３
�０
１
～
１９
９８
�０
７
�０
１

ミ
ル
ス
ト
ン

－１
１２
８

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

６６
�
�

１９
６６
�０
７
�０
２
～
１９
６７
�１
０
�０
１

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー

１２
９

２０
３４
年
以
降
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

４２
�
�

１９
６７
�０
６
�０
１
～
１９
７４
�１
１
�０
１

ピ
ー
チ
ボ
ト
ム

－１
１３
０

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

１２
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６６
�０
１
�０
１

ピ
カ
ー

１３
１

１９
７０
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

�
�
�

１８
�
�

１９
６５
�０
９
�０
１
～
１９
６８
�０
６
�０
１

プ
エ
ル
ト
リ
コ
　
ボ
ー
ナ
ス

１３
２

２０
０９
年
完
了

許
認
可
解
除
（
建
物
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

９１
７
�
�

１９
７５
�０
４
�１
７
～
１９
８９
�０
６
�０
７

ラ
ン
チ
ョ
セ
コ

－１
１３
３

２０
３０
年
完
了
予
定

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

４５
６
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９２
�１
１
�３
０

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－１
１３
４

１９
８９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�１
２
�０
２
～
１９
８２
�１
０
�０
１

シ
ッ
ピ
ン
グ
ポ
ー
ト

１３
５

１９
９５
年
完
了

解
体
済

即
時
解
体

�
�
�

８８
０
�
�

運
転
開
始
し
な
い
で
閉
鎖

シ
ョ
ー
ハ
ム
�

１３
６

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
１
号
機
同
時
解
体
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

９５
９
�
�

１９
７８
�１
２
�３
０
～
１９
７９
�０
３
�２
８

ス
リ
ー
マ
イ
ル
ア
イ
ラ
ン
ド

－２
１３
７

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１１
５５
�
�

１９
７６
�０
５
�２
０
～
１９
９２
�１
１
�０
９

ト
ロ
ー
ジ
ャ
ン

１３
８

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放

即
時
解
体

�
�
�

１８
０
�
�

１９
６１
�０
７
�０
１
～
１９
９１
�１
０
�０
１

ヤ
ン
キ
ー
ロ
ー

１３
９

２０
２０
年
完
了
予
定

解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン
－１

１４
０

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン
－２

１４
１

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

３
�
�

１９
６７
�０
３
�０
１
～
１９
７２
�０
５
�０
１

サ
ク
ス
ト
ン

１４
２
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　前報告から平成２４年６月末までの外部機関委員会等への参加者は以下の通りである。

開催日時参加者氏名委員会等の名称外部機関名

２月１４日
３月９日

森　　久起研究施設等廃棄物作業部会文部科学省

１月２４日
２月１４日
３月２６日

泉田　龍男クリアランス・廃棄体濃度確認調査委員会
（財）原子力安全技術
センター

３月２６日澁谷　　進
ミニセミナー（講演）
「土壌等の除染に伴い生じた廃棄物の管理について」

（財）日本産業廃棄物
処理振興センター

６月７日澁谷　　進
（講演）
災害廃棄物の広域処理
　～あるべき処理とは何か～

日本弁護士連合会

６月１２日澁谷　　進
環境公害対策講習会（講演）
環境再生に向けて
　－土壌等の除染と廃棄物の管理－

日建連安全対策本部
建設三団体安全対策
協議会

６月１４日榎戸　裕二第２１回廃止措置検討会
（独）原子力安全基盤
機構（����）

６月２９日澁谷　　進
通常総会（記念講演）
廃炉技術の重要性について

特定非営利活動法人
環境カウンセラー
全国連合会

委員会等参加報告

１．理事会及び評議会の開催
（１）第７５回理事会及び第６６回評議員会の開催

　平成２４年３月２２日に第７５回理事会及び第６６回評議員会が当センターにおいて開催さ
れ、平成２４年度事業計画・収支予算書並びに公益法人移行の対応について審議され、原
案通り承認されました。

（２）第７６回理事会及び第６７回評議員会の開催
　平成２４年６月１９日に第７６回理事会及び第６７回評議員会が当センターにおいて開催さ
れ、平成２３年度事業報告・決算報告、役員の交代並びに公益法人への移行の対応（最初

総務部から
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の評議員選定委員会に推薦する候補者、移行登記後の新法人の理事・監事の選任、定款
の変更の案、主要規程案及び公益申請書に係る概要）について審議され、原案通り承認
されました。

２．人事異動
○監事
　新任（３月２２日付） 辞任（３月２２日付）

川島　祥樹 　数土　幸夫
（株式会社エイ・エル・エイ
　　　　　　　　　常務取締役）

○理事
　新任（６月１９日付） 辞任（６月１９日付）

海老塚　清 　早野　敏美
（一般社団法人日本電気工業会
　　　　　　　　　　専務理事）

　

小林　宏史 　山添　勝彦
（旭化成株式会社　上席執行役員）

　野村　茂雄 　三代　真彰
（独立行政法人日本原子力研究開発機構
　　　　　　　　　　　　理事）
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第2 5 回「原子力施設デコミッショニング技術講座」
ご　案　内

　当センター主催の第２５回「原子力施設デコミッショニング技術講座」を以下の通り開催します。
皆様のご参加をお待ちしております。詳細につきましては追ってご案内申し上げます。

　開催日時：平成２４年１０月３０日（火）　　　１０時３０分～１７時００分
　開催場所：東京都港区赤坂１－９－１３　三会堂ビル９階　石垣記念ホール

第2 4 回「報告と講演の会」
ご　案　内

　当センター主催の第２４回「報告と講演の会」を以下の通り開催します。当センターの事業報告
をさせて頂くとともに、特別講演等を予定しております。詳細につきましては追ってご案内さ
せていただきます。皆様奮ってのご来場をお待ち申し上げます。

　開催日時：平成２４年１１月３０日（金）
　開催場所：東京都港区赤坂１－９－１３　三会堂ビル９階　石垣記念ホール

������ニュース��．９０、７ページ「２．研究施設等
廃棄物物流システム事業委託に関する調査について」
の記事内で、回答事業所数合計を９７（正）とすべきとこ
ろ９６（誤）と記してしまい、混乱を招きましたことをお
詫び申し上げます。

お詫び
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